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概 要 
2000年以降、インターネット技術の発展と通信費用の低下を背景として、先進国のプ
ライム ITサービスベンダーは、低コストのエンジニアリングキャパシティを求めて新興
国のオフショアパートナー探しを活発化させてきた。その中において、日本の ITサービ
スベンダーも、距離が近く日本語に堪能な人材の多い中国がオフショア先として注目を
集め、多くの企業がパートナーを求めて中国への進出を行ってきた。しかし、2000年代
後半以降、中国のエンジニアの人件費の上昇や人材獲得難、および尖閣諸島の領有権問
題などを起因とする政治・外交リスクの顕在化により、その難しさや限界が顕著になっ
てきている。一方で、英米を中心とするオフショア開発の大きな受け皿となってきたイ
ンドは、引き続き潤沢な人材供給力を維持しており、世界最大のオフショアリング対象
国としての地位をさらに固めようとしている。 
そうしたインドや中国のオフショアリング対象国の中からは、やがてオフショアの引
受先から顧客企業と直接交渉する、いわゆるコントラクターの地位を目指す企業が台頭
してきていた。その結果、先進国のプライムベンダーが新興国のオフショア先に発注す
るという階層型の産業構造が崩れつつある。したがって今後は、顧客サービスは先進国
のプライム ITサービスベンダー、エンジニアリングは新興国のオフショアサプライヤー
という住み分けは崩れ、ITサービスベンダー間でそれぞれ独自の強みの確立と発揮が求
められる。ITサービスベンダーの国際競争は新たな時代に突入していくものと考えられ
る。 
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 これまで主に日本国内での ITサービスビジネスに偏っていた日本のプライム ITサービ
スベンダーの中には、顧客企業のグローバル化に対応するため、海外先進国企業のM&A
を通じてグローバルカバレッジを確保する動きが見られた。しかし、IBMやアクセンチ
ュアなどのグローバルメガベンダーのような思い切ったエンジニアリングコスト構造の
変革に至ってはいない。今後のグローバルでの ITサービスベンダーの国際競争を勝ち抜
くには大胆なエンジニアリングキャパシティの最適化が要求されるだろう。一方、自力
でグローバル競争に打って出る経営体力がない中堅日系企業の中には、自社の強みを武
器に補完関係を満たす新興国の ITサービスベンダーとパートナーシップを確立して存
在感を発揮しようとする動きも見られるようになってきた。評価されるだけの自社の強
みの有無が重要になるものの、国際競争環境の変化に対する一つの対応方法として、日
本の ITサービスベンダーにとっての道標になり得ると考える。 
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第１章 はじめに  
第一節 研究の背景と目的 
 2000年代に入ってからのインターネット技術の発展と通信コストの低下を背景とす
るグローバルビジネス環境の急速な変化は、ITサービス業界においてはオフショア開発
という形で新興国の低コストの人材との協業の道を開き、ITサービス企業のエンジニア
リングケイパビリティの調達構造を大きく変化させた。 
 日本企業も中国を中心にオフショア開発拠点を確立し、プログラミングなどの作業を
新興国に委託することで ITサービス開発におけるエンジニアリングコストを大幅に削
減することを目指してきた。しかし、2000 年代後半に入り中国の人件費上昇や人材獲得
競争の激化などオフショア開発の課題が顕在化し始め、日本企業が当初オフショア開発
に期待したコスト削減効果の達成に暗雲が漂い始めている。2014年現在日本企業は中国
に偏重したオフショア戦略の再考を余儀なくされ、今後の進路を模索している状況であ
る。 
 一方、長らくオフショア開発の受託国として評価されてきたインドは順調にオフショ
アビジネスの実績を積み重ね、オフショア大国としての地位をさらに確実なものとして
いた。そしてそのインドの中からは、先進国のプライム ITベンダーの受託ビジネスだけ
でなく、自ら顧客との交渉権を求めて先進国に進出し、グローバル競争に打って出るプ
レイヤーが現れるようになった。 
 本論文では、オフショア開発の進展と共に変化を見せるようになったグローバル ITサ
ービス業界構造のダイナミズムの解析を行い、その産業構造・国際競争環境の変化の日
本の ITサービスベンダーにとっての意味合いを抽出することを目的とする。 
 
第二節 研究の方法 
 本論文では、オフショアロケーションという国・地域の軸と、日本を含む先進国およ
び新興国の ITサービスベンダーというプレイヤーの軸でこれまでのオフショア開発の
発展と変化を描き出すことを試みた。 
 本論文で取り上げるオフショアロケーションの基礎データと ITサービスベンダーの
動向については、政府系機関や国際機関、業界団体などが発行する調査レポート、書籍・
新聞・雑誌・ネットメディアなどで取り上げられた事例や各社関係者のインタビュー、
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リサーチ会社の将来動向予測などを元にしている。 
 第三章のオフショアロケーションの選好の分析においてはパンカジ・ゲマワットの
CAGEの枠組みを使用して事象の分析を行っている。加えて、図表 2、図表 4、図表 21、
図表 22のような ITサービス業界構造図や、図表 23のグローバル ITサービスポジショ
ニングマトリックスのように新規フレームワークを活用して事象の整理・分析を行うこ
とも試みている。 
 
第三節 用語の定義 
 本論文では「オフショア開発」を軸とした ITサービスベンダーの国際競争環境の変化
をメインのテーマとして取り上げている。そのため、本節では一般的なソーシングモデ
ルを元に、本論文での「オフショア開発」および関連用語の定義を行う。 
 図表 1はUSGAO（米国説明責任院）の定義するオフショアリングの定義である。サ
ービス生産業務を提供主体軸で見て社外に委託する行為がアウトソーシングと定義され、
ロケーション軸で海外に委託する行為がオフショアリングと定義されている。本論文で
は「オフショア開発」あるいは「オフショアリング」という言葉を使用する場合は、特
定の国にある企業が海外の子会社あるいは他社にサービス業務を委託する行為を意味す
る（図表 1の中の「(2)オフショア・インハウス・ソーシング」および「(4)オフショア・
アウトソーシング」を指す）。 
 
図表 1：オフショアリングの定義 
Domestic Offshore
In-house
(1) Domestic in-house production
Example: Company produces its products
domestically without any outside contracts
(2) Offshore in-house sourcing
Example: Company uses services supplied
by its own foreign-based affiliate
(subsidary)
Outsourced
(3) Domestic outsoursing
Example: Company uses services supplied
by another domestically-based company
(4) Offshore outsourcing
Example: Company uses services supplied
by an unaffiliated foreign-based company
P
ro
v
id
er
Location
 
  出典：USGAO1 
                                                   
1 "International Trade: Current Gorvernment Data Provide Limited Insight into Offshoring of Services 
(September 2004)" Figure 14< http://www.gao.gov/new.items/d04932.pdf >（2014年 12月 26日アクセス） 
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 また、「オフショア開発」と「オフショアリング」の表現の違いについて、本論文内で
は厳密な使い分けはしないが、「オフショア開発」は ITサービス業界の ITサービスプロ
セスにマッピングされるサービス業務の海外への委託行為を意味する文脈で主に使用し、
対して「オフショアリング」は ITサービス業界に留まらない一般的な海外へのサービス
委託業務を示す文脈で主に使用する。 
 なお、本論文において「オフショア開発」は、プログラミングなど ITサービス開発プ
ロセスそれ自体や特定工程には限定せず、開発フェーズ後の「運用」「保守」なども含む
ITサービスのライフサイクル全体に包含されるサービス活動を示す用語として扱う。一
方で、オフショア活動の一種であるが、ITサービス開発のシステムエンジニアリングと
は性質を異にする BPO（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）については、本論文
内で「オフショア開発」で示すサービス業務委託内容に特に注記がない限りは含めない。 
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第２章 オフショア開発の興隆と環境の変化 
第一節 オフショア開発の興隆 
 ITサービスの開発において、国と国との賃金格差を活用するというアイデアはかなり
昔から存在した。インターネットの登場よりも前、日米間の賃金格差がまだ大きかった
時代に、日本のプログラマーを船でカリフォルニア沖まで連れて行き、船に寝泊まりさ
せてプログラミングをさせるという計画が真剣に検討されたという話がある2。ビザ発給
に伴う手間もなく、沿岸で上陸させなくてもいいのだからこれはまさに「オフショア」
ではないかということである。 
 しかし、アイデアレベルだった賃金格差のある国のエンジニアに開発業務を委託する
という話はパーソナルコンピュータの普及と通信コストの低下、急速に普及し始めたブ
ロードバンド通信の環境、インターネットを使用したコラボレーションためのソフトウ
ェアの発展、通信標準技術の確立などをドライバーとする「グローバリゼーション 3.03」
の進展により、海の向こうのエンジニアに ITサービス業務を委託出来る状況が徐々に整
い始めることになった。 
 その中でも特に注目を集めたオフショア委託国がインドである。インドは世界最大の
ITサービス市場である米国の公用語である英語に堪能で、情報産業に必須となる理数系
分野に強いエンジニアを多く抱えていた。そのインド人エンジニアの優秀さを米国企業
が実感させられるきっかけになったのが 2000年（Y2K）問題対応である。2000年１月 1
日という問題対応期限に向けて、プログラムのバグ調査・改修のために大量のエンジニ
アの動員が必要になったこの出来事において活躍したのが、米国に派遣されてきたイン
ド人エンジニアたちである。この際に米国企業はインド人エンジニアの有用性を目の当
たりにする。 
 その後、ITバブルの崩壊で米国国内の景気が減速したこともあり、米国に留まってい
たインド人は職を一時的に失い母国に帰国することとなった。一方、景気減速は米国企
業の IT開発コスト削減圧力になっていった。その際に注目されたのが新興国に ITサー
ビス業務を委託して、エンジニアリングコストの削減を狙うオフショア開発である。と
                                                   
2 「オフショア（変わるコンピューター）」 朝日新聞 1995年 11月 22日号夕刊 
3 Friedman, Thomas L. (2005, 2006, 2007) "The World Is Flat: A Brief History of the Twenty-first Century" 
Further updated and expanded edition, Farrar Straus & Giroux.（伏見威蕃訳（2008）  
『フラット化する世界［増補改訂版］ 経済の大転換と日本の未来』 日本経済新聞社 p.25） 
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りわけ言語的親和性のアドバンテージや、実際に 2000年問題での対応実績が存在するこ
と、そしてコミュニケーション上のブリッジ役として米国企業と協業経験がある母国に
帰国したエンジニアが存在した点がインドの注目度を高めた。 
 こうして開始されたインドを中心とするオフショア開発は米国企業の業務構造を大き
く変革していくこととなる。製造業の中国への流出と並び、新興国への ITサービス業務
移管は米国民にとっても雇用機会の流出や賃金低下圧力の脅威として受け止められ、
2004年の米国大統領選挙では共和党で現職のジョージ・W・ブッシュと民主党の候補で
あるジョン・ケリーの間で、オフショアリングに対する規制の是非が重要争点の一つと
して取り上げられた。 
 雇用流出の阻止のためオフショアリングを積極活用する企業への税制上の取扱いを変
更することを宣言するケリーに対して、米国企業の国際競争力の獲得と新興国の経済成
長による世界経済の成長は米国経済にとっても中長期的にはプラスと主張するブッシュ
との 2004年米国大統領選挙は最終的にブッシュの勝利に終わった。しかし、米国大統領
選の重要争点となるほど、オフショアリングは先進国の産業構造の中で無視できない存
在に到達したことをこの論争は示している。 
 以上のように 2000年代前半から徐々に影響を強めてきたオフショアリングは、ビジネ
スと社会に大きな影響を与えつつ、産業構造を揺り動かす大きな事象の一つとなってい
った。そしてその波は日本の ITサービス業界にも押し寄せてくることになる。 
 
第二節 オフショア開発で変わる日本の ITサービス業界 
 オフショア開発登場前の主に 2000年以前の日本の ITサービス業界は図表 2のような
構造を示していた。ITサービスベンダーにとって顧客企業にあたる事業会社は、ベンダ
ーロックインを避けるため、業務システムごとに複数のプライムベンダーとシステム構
築の契約を行った。契約を受注したプライムベンダーは自社グループ内のサービス子会
社や独立系の ITサービスベンダーといった二次請け会社に業務を再委託し、二次請け会
社は三次請け会社に再委託を行うという、いわゆる多重請負による「ITゼネコン」と呼
ばれる業界構造を形成していた。 
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図表 2：日本企業を中心に描いたオフショア開発以前の ITサービス業界構造 
ロケーション
米国 欧州 日本 中国 インド
その他の
地域
顧客企業
プライム
ベンダー
サブコント
ラクター/サ
プライヤー
顧客企
業
プライ
ムベン
ダー
プライ
ムベン
ダー
サービ
ス子会
社
独立系
サービ
ス会社
独立系
サービ
ス会社
独立系
サービ
ス会社
独立系
サービ
ス会社
独立系
サービ
ス会社
プライ
ムベン
ダー
ポ
ジ
シ
ョ
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 この業界構造においては、顧客企業は自社の業務や情報システムに精通したプライム
ベンダーに新システムの提案や大規模開発のプロジェクトマネージメントの遂行を委託
することで、自社グループ内でシステムの開発・運用に必要なエンジニアの数を大幅に
削減することが出来、IT投資の予算管理や企画などの業務に専念することが出来た。 
 一方でプライムベンダー側にとっても、顧客企業の業務・情報システムの習熟度合い
が参入障壁となり、少数の既存プライムベンダーによる比較的安定した競争環境が実現
した。また、大規模開発案件の遂行時期と谷間の時期のエンジニア需要の増減の調整や、
付加価値の相対的に低いプログラミング業務などのコスト最適化を目的にグループ内の
サービス子会社や独立系 ITサービスベンダーへの業務の再委託を行った。二次請け・三
次請け側の会社にとっても、自社プライムでは受注できない大規模開発案件に参加する
機会を得ることが出来た。 
 オフショアリング以前の時代において、国境を超えた ITサービスベンダーの新規参
入・協業は困難であった。情報通信ネットワークの性能向上や費用低下は目覚ましいも
のがあったが、国境を超えた通信は特に遅延が著しく、顧客企業が自社の社内にデータ
センターを開設し、そのデータセンター内に自社が保有する情報システムを配置すると
いうオンプレミス型のシステムが大半であった。そのため、システム構築においてもま
とまった数のエンジニアリングキャパシティを参入対象国に確保することが必須であっ
た。 
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 また、日本市場においては顧客企業の業務・情報システムの理解が業務遂行にとって
必須要件であったため、戦前の 1937年に日本の地域子会社として設立された日本 IBM
や、1963年に当初は日本の横河電機との合弁として創立した日本HP のように、日本で
の歴史の長い外資系 ITサービスベンダー以外の外資の参入は困難であった。なお、国境
の壁は参入後も高く、多国籍に展開していた IBMのようなグローバル企業においても長
らく国・地域ごとのテリトリー制度が維持され、例えば日本企業が海外に進出しても、
その進出先国での事業は、日本 IBMではなくその国の現地法人が担うという制度が近年
まで取られていた点にその名残が見える4。 
 その後、インターネットバブル崩壊以降の景気の後退の中で、顧客企業は IT投資の抑
制を目指し、プライムベンダーに対する発注費用の削減圧力を徐々に強めていった。プ
ライムベンダー側は契約スコープの見直しや二次請け以降の ITサービスベンダーとの
価格交渉の強化を通じてエンジニアリングコストの最適化を目指していたが、2000年代
半ば以降、米国企業が辿った道筋と同様に本格的にオフショア開発の採用を目指して、
海外への進出とパートナー探しの動きを加速させていった。 
 日本企業にとってのオフショア開発は 2000年代半ば以降、一気に活用事例を増やして
いく（日本企業のオフショア開発進出事例はAppendix 1参照）。2000年以前から一部の
大手 ITサービス企業がオフショア開発に乗り出す事例はあったものの、日本企業が数百
人、数千人規模のオフショア開発拠点を構築していくのは 2005年頃からであった。中で
も進出企業の事例数と人員規模を見ても中国が他の国を圧倒している状況が見える。 
 図表 3は、情報処理推進機構の『IT人材白書 2013』および過去 2回分の白書で紹介さ
れている日本企業のオフショア開発の直接発注先国の内訳である。中国が約 8割と圧倒
的な地位を占め、ベトナムやインドなどがそれに続くが、実績面では中国が圧倒的な立
ち位置にいることが分かる。つまり、日本企業にとってオフショア開発委託国とは、ほ
ぼ中国と言っても過言ではない状況を占めていることが分かる。 
                                                   
4 「日本 IBM復活は本物か検証イェッター改革（1）掟破り海外へ―邦銀追いかけ東南アジア進出、 
久々増収、本家引っ張る。」 p.1 日経産業新聞 2014年 10月 27日号 
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図表 3：日本企業のオフショア開発の直接発注先国内訳 
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 出典：情報処理推進機構『IT人材白書 2013』および過去 2 回分の白書5 
 
 図表 4は、オフショア開発導入期で変わり始めた ITサービス業界構造である。プライ
ムベンダーは、これまで二次請けのサービスベンダーに再委託していた業務の一部を、
新興国のサプライヤー企業に切り替え、ITサービスの開発総コストの引き下げを図るよ
うになった。 
 
                                                   
5 「オフショア動向調査（IT企業向け）」『IT人材白書 2013』 p.9  
< https://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/data.html>（2014年 11月 19日アクセス） 
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図表 4：日本企業を中心に描いたオフショア開発導入期の ITサービス業界構造 
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 このように低コスト開発を目的としたオフショア開発は日本の ITサービス業界にお
ける多重下請け構造のうち、下請け企業を置き換える力として ITサービス業界構造を揺
り動かす力となっていった。 
 
第三節 日本を取り巻くオフショア環境の変化 
 しかし、順調に伸び続けると思われていたオフショア開発は 2000 年代後半になると伸
び悩みを見せるようになる。図表 5は情報処理推進機構の『IT人材白書 2013』の日本企
業のオフショア開発総額の年次推移である。集計開始の 2002年度から 2008年度まで右
肩上がりの増加傾向を見せていたオフショア開発であるが、2009年度に落ち込みを見せ
た後に横ばい傾向を描くようになる。 
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図表 5：日本企業のオフショア開発総額年次推移 
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 出典：情報処理推進機構『IT人材白書 2013』6（注：2005年度はデータなし） 
 
 2009年度の落ち込みについてはリーマン・ショックによる景気の減速と一時的な IT
投資の抑制などが背景にあると考えられる。しかし、前述したようにオフショア開発の
メリットはコスト削減効果であると考えられ、景気減速とコスト削減圧力の上昇はオフ
ショア開発にとってむしろ追い風になると考えられる。しかし、実績を見る限り、日本
企業にとってのオフショア開発は伸び悩んでいるというのが昨今の状況である。 
 そのオフショア開発先として実績を積み重ねてきた中国であるが、日本企業にとって
の悩みは決して少なくないようだ。日本企業の中国進出は日本とのつながりが深い中国
東北地方の大連や沿海部の発展した地域を中心に開始されていたが、2006年頃には沿海
部だけでは人材獲得競争に巻き込まれる懸念があるとしてNECが内陸部の四川省成都
に拠点を設置したり、さらなる人件費の削減を求めて日本ユニシスがベトナムに拠点を
開設したりするなど、中国での人材獲得難や人件費上昇を意識した動きは比較的早い段
階から見え始めている。その後も東南アジア諸国を中心とするオフショア委託国を模索
する動きは絶えないものの、2014年時点においても中国に変わる受け皿は見つけられて
                                                   
6 「オフショア動向調査（IT企業向け）」『IT人材白書 2013』 p.9  
< https://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/data.html>（2014年 11月 19日アクセス） 
 16 
 
ないと識者には考えられている7。 
 中国側のサプライヤーも人件費上昇に危機感を募らせている。大連に大規模開発拠点
を持つオフショア開発ベンダー最大手8である東軟集団（ニューソフト）の劉積仁会長兼
CEOは 2011年に「先進国との人件費の差を生かしたオフショア開発のビジネスモデル
は、もってあと数年9」と述べ、付加価値の向上と中国国内市場の攻略へとビジネスのタ
ーゲットをシフトしていく姿勢を見せている。 
 人件費の上昇に加えて新たな問題として浮上してきたのが日中間の政治・外交リスク
である。尖閣諸島領有権問題を起因とする中国国内での反日行動による日系企業のデパ
ートや工場に対する破壊・略奪行動は、中国でビジネスを行う上での難しさを日本の経
済界に印象付け、「チャイナ・プラス・ワン」など中国に依存しないビジネスモデルの構
築を日本企業に促すことになった。ITサービス業界のオフショア開発拠点における反日
行動については目立った報道が見られなかったものの、出張の一時中止に伴うプロジェ
クト進捗の遅れなどは発生しており、IT企業の中にも中国リスクとオフショア事業への
影響を検討すべきという動きが見られる10。 
 
第四節 本章のまとめ 
 本章ではグローバルでの ITサービス業界構造を、縦軸にプレイヤーのポジション、横
軸にロケーションで整理したフレームワーク（図表 2、図表 4）で整理することを試みた。
オフショア開発以前は国境で閉じられた階層的な産業構造を維持してきた日本の ITサ
ービス業界だったが、2000年代の「グローバリゼーション 3.0」と ITバブル崩壊後の景
気減速を背景とする世界的なオフショア開発採用の動きは日本の ITサービス業界にと
っても無関係でなく、プライムベンダーは従来の国内下請けだけでなく、国境を越えた
オフショアサプライヤーとの業務委託関係というロケーションを越えた横の広がりを見
せ始めるという変化が起きていることが分かった。 
                                                   
7 「ガートナージャパンバイスプレジデント足立祐子氏――アジアのオフショア開発、スマホアプリ分野、
有望に（トレンドウオッチ）」 日経産業新聞 2014年 2 月 26日号 
8 「Release of 2013 (the 10th) China Software Export & Service Outsourcing Ranking List -- BEIJING, June 16, 
2014 /PRNewswire/ --」
<http://www.prnewswire.com/news-releases/release-of-2013-the-10th-china-software-export--service-outsou
rcing-ranking-list-263258851.html >（2014年 11 月 21日アクセス） 
9 「オフショア・BPO、次の一手 - 脱“下請け”急ぐ中国ベンダー：ITpro」 
< http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20110824/366983/>（2014 年 11月 19日アクセス） 
10 「みずほ情報総研：日中間における最新オフショア開発事情」 
< http://www.mizuho-ir.co.jp/publication/column/2013/0402.html>（2014 年 11月 19日アクセス） 
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 実際に日本企業は 2000年代半ば以降、低コストのエンジニアリングキャパシティを求
めて主に中国でのオフショアロケーション確保を目指してきたが、中国の人件費の上昇
は急速であり、日本の ITサービス会社と中国のサプライヤーの両者が、中国のオフショ
ア拠点としての今後の競争力について危機感を募らせている。また、人件費の上昇に加
えて、2010年代以降は日中間の政治・外交リスクが顕在化し、中国を使ったオフショア
開発の難しさが露呈している。現時点で中国にオフショア開発拠点のポジションを大き
く築いた日本企業は次のオフショアロケーションを見つけることに成功しておらず、オ
フショア戦略の見直しは道半であるというのが現在の日本の ITサービス企業を取り巻
く状況である。 
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第３章 オフショアロケーションの選好 
第一節 オフショアロケーションの現状 
 中国にポジションを大きく取り、人件費上昇と政治リスクに晒されている日本の ITサ
ービス企業だが、世界的な視点で ITサービス業界にとってのオフショアロケーションの
位置付けを把握したい。 
 図表 6は主なオフショア国・地域の受託・委託実績額について 2009年に IT調査会社
ガートナーが調査したものである。これを見ると、世界的にインドが圧倒的なオフショ
ア開発受託国であり、中国は実績金額レベルで見て必ずしもオフショア開発で大きな存
在感を示している国でないことが分かる。 
 
図表 6：各国のオフショア受託・委託実績額 
米国, (13,677)
インド, 30,250 
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 出典：IPA「グローバル化を支える IT人材確保・育成施策に関する調査・調査結果」11 
 
 また、図表 7は米国のリサーチ会社ハケット・グループが 2012 年に発表した 2012年
から 2016年にかけての低コストジョブの委託地域の予測である。調査対象が米国と欧州
に本社をおく企業に限定されているという留意点はつくものの、今後の低コストジョブ
はインドが 38%とメインであり、続いて東欧やアジア太平洋諸国が続き、中国は 13%と
                                                   
11 「IPA 独立行政法人 情報処理推進機構：IT人材育成事業：IT人材白書」 
<http://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/global-report.html>（2014年 11月 19日アクセス） 
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ここでもそれほどオフショア拠点としての評価は高くない。 
 
図表 7：2012年から 2016年にかけての低コストジョブ委託国・地域予測 
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東欧, 20%
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10%
 
 出典：The Hackett Group12 
 
 以上のように中国にオフショア拠点を置くのは世界的に見ても主流ではなく、オフシ
ョア大国としてのポジションを築いているのはインドであることが分かった。これはオ
フショアロケーションとしての魅力度の違いによって決定されるものなのだろうか。 
 オフショアロケーションの魅力度を決定する評価軸とその評価指数については以前よ
りいくつかの試みがされている。その中でも特に有名なのが、マッキンゼー・グローバ
ル・インスティチュートのダイアナ・ファレルがハーバード・ビジネス・レビュー2006
年 6月号で発表した「Six Factors Model」と、A.T.カーニーが 2004 年から継続して発表
している「Global Services Location Index（GSLI）」である。特に Six Factors Model は
アカデミック界でも最も有用なフレームワークとして評価をされている13。 
                                                   
12 「Offshoring to India will end in 8-10 years: Hackett report - Economic Times」 
<http://articles.economictimes.indiatimes.com/2012-03-21/news/31220333_1_offshoring-business-services-eur
opean-companies>（2014年 11 月 19日アクセス） 
13 "Several frameworks for selecting offshoring and offshore outsourcing destinations are set out in the academic and 
professional literature to help managers assess the attractiveness of countries and regions.... In our view, the most 
effective frameworks are the six factors that Farrell (2006) identified: costs, skills, business and living environment, 
quality of infrastructure, risk profile, and market potential." - Oshri, Ilan, Kotlarsky, Julia and Willcocks, Leslie P. 
(2009) "The Handbook of Global Outsourcing and Offshoring", Kindle Edition, Palgrave Macmillan, “Part I 
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 筆者が大項目レベルで対応関係を評価した図表 8および小項目レベルで対応関係を評
価した図表 9に示したように、両者とも評価軸の整理方法や基準に若干の差異はあるも
のの、オフショア先の魅力度について、コストメリットについての評価軸、優秀で潤沢
な人材が確保できるかという評価軸、ビジネスを行う上でのインフラや法秩序、リスク
などに関する評価軸という三軸で評価するという方向性は同等のものであると考える。 
  
図表 8：Six Factors Modelと Global Services Location Indexの対応関係（大項目） 
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 出典：筆者作成 
                                                                                                                                                     
Making a Sourcing Decision” 
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図表 9：Six Factors Modelと Global Services Location Indexの対応関係（小項目） 
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 出典：筆者作成 
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 2014年 9月に発表されたGSLI 2014の評価スコアは図表 10に示す通りであり、1位は
インドで 2位に中国、3位がマレーシアという結果であった。この 3ヶ国については、
2004年、2005 年、2007年、2009年、2011 年、そして今回の 2014 年と調査結果が発表
された年において 6回連続でトップ 3を同一順位で維持し続けており、10年間三強の地
位を守り続けたと言える。 
 
図表 10：Global Services Location Index 2014上位 10国のスコア 
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 出典：A.T. Kearney “Global Services Location Index 2014” 14 
 
 このGSLIの評価を見ると、オフショア大国であるインドと中国やマレーシアには総
合スコアでそれほど大きな差はない。従って、オフショアロケーションとしての評価パ
ラメータの違いがオフショア発注実績の違いとは必ずしも直接結びつかないと判断する
ことが出来る。 
 図表 11はインドの IT-BPOの輸出収益の年次推移を表したものである。これを見ると、
2009年度から 2010年度にかけて一時的な伸び悩みを見せたものの、その後は増加ペー
                                                   
14 「A Wealth of Choices: From Anywhere on Earth to No Location at All: The 2014 A.T. Kearney Global 
Services Location Index」
<http://www.atkearney.com/research-studies/global-services-location-index/full-report> 
（2014年 11月 19日アクセス） 
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スを回復させ、インドが現在でもオフショア大国として成長し続けている国であること
が分かる。 
 
図表 11：インド IT-BPO輸出収益年次推移 
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 出典：NASSCOM “Indian IT-BPO Industry – FY2013 Performance Review, FY2014 Outlook” and past 
reports15 
 
 受託側のインドはどの国と取引を行うことで収益を伸ばしてきたのだろうか。図表 12
はインドの IT-BPM（ビジネスプロセス管理）業務の受託元国・地域のシェアである。
これを見ると米国が圧倒的であり、英国と合わせると近年でも輸出先シェアの約 8割を
両国が占めていることがわかる。 
 中国については少し古いデータとなるが、2005年の中国のソフトウェアサービスの輸
出先シェア内訳である。これを見ると、中国にとってのオフショア業務の輸出先は日本
が約 6割と過半数以上を占めており、上述したように日本企業の業務委託先として約 8
割を中国が占めていたように両国はオフショアビジネスにおいて強い結びつきが発生し
                                                   
15 「FY2013 performance review and FY2014 Outlook with NILF.」 
< http://www.slideshare.net/nasscom/fy2013-performance-review-and-fy2014-outlook-with-nilf> 
（2014年 11月 19日アクセス） 
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ている。 
 
図表 12：インド・中国のオフショアリング受託元国・地域シェア 
16%
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9%
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7.8%
2.2%
0.0%20.0%40.0%60.0%80.0%100.0%
インド輸出先地域シェア
2013年度（予測）
欧米
アジア・太平洋
その他の地域
内訳：米国61.5%、英国
17.1%、大陸ヨーロッパ
11.4%
内訳：日本60%、そ
の他のアジア15%
 
 出典：NASSCOM16および中国ソフトウェア産業協会17 
 
 実績額で見て世界的なオフショア大国となっているインドの輸出先が米英に偏り、中
国と日本にオフショア輸出入で強い結びつきがあるなど、オフショアロケーションにつ
いては選好度合が強く働くことが推測される。GSLIが示すオフショアロケーションとし
てのパラメータとしてはそれほど大きな差がないインドと中国について、インドが米英
にビジネスが偏り、中国が日本にビジネスが偏る選考メカニズムとはどのようなものだ
ろうか。次節ではその分析を行う。 
 
第二節 オフショアロケーションの選好 
 図表 13はパンカジ・ゲマワットの CAGEの枠組みの軸で米英・インド間と日本・中
国間のオフショア関係を整理したものである。CAGEは Cultural（文化的）、
                                                   
16 「The IT-BPM Sector in India: Strategic Review 2013」
<http://jp.fujitsu.com/group/fri/downloads/report/india-potal/NASSCOMStrategicReview2013-TheIT-BPMS
ectorinIndia.pdf>（2014年 12月 8日アクセス） 
17 「右肩上がりの成長を続ける中国オフショア開発市場」
<http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2007&d=0619&f=column_0619_006.shtml> 
（2014年 12月 8日アクセス） 
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Administrative（制度的）、Geographical（地理的）、Economical（経済的）の四つの隔
たりで二国間の距離を測るものである。 
 
図表 13：CAGEの枠組みとオフショア関係 
  
Cultural（文化的
な隔たり） 
Administrative（制
度的な隔たり） 
Geographical（地理
的な隔たり） 
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国と国のペ
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・政府・自治体による
外資規制・外資誘致政
策 
・高等教育機関を中心
とするテクノロジーパ
ークの整備意欲 
・関税・ベンチャー創
業支援政策 
 
・物理的な距離の遠さ 
・時差 
・移動手段の利便性（直
行便の有無、空港から
の移動手段など） 
 
 
・エンジニアの賃
金格差 
・人材の質（高等
教育機関卒業差者
数、理系学部卒業
者数） 
・海外就業経験者
の割合 
オフショア
開発での感
応度 
○ △ △ ◎ 
米英に対す
るインド 
・共通言語（英語）
習熟者が多い 
・米国企業での就業
経験のあるインド人
エンジニアが多い 
・IT業界向きの気質 
・バンガロールやムン
バイなど有力大学を中
心とするテクノロジー
パークの整備 
・外資誘致政策・他産
業に比べた規制の少な
さ 
・地球の裏側に存在し、
時差が最も大きい国の
一つ 
・飛行機での移動時間
が長い 
 
・エンジニアのコ
スト差は大きい
（裁定の余地は大
きい） 
・理系大卒者・理
系博士号取得者が
非常に多い 
日本に対す
る中国 
・世界で一番多い日
本語学習者 
・旧日本支配地域・
沿海部を中心に日本
・大連や 2000年代後半
の内陸部都市などが IT
企業誘致政策・テクノ
ロジーパークの整備を
・海を挟んだ隣接国で
移動距離は比較的短
く、移動手段の利便性
も高い 
・当初はエンジニ
アのコスト差があ
ったが、近年急速
に差が狭まりつつ
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企業との就業経験が
ある人材の多さ 
推進 ・時差はほとんどない ある 
・理系の大卒人材
は多いが他産業に
流出することも多
い 
 出典：Ghemawat, Pankaj (2007) "Redefining Global Strategy"のフレームワークを元に筆者が作成18 
 
 オフショアリング自体が経済格差を生かしてエンジニアリングキャパシティのコスト
差の裁定取引を行う活動であるため、経済的な隔たりの大きさは最も重要な要素であり、
オフショア関係成立の前提条件と言うことが出来る。次に、米英がインドと、日本が中
国とオフショアリングで強い結び付きが出来た理由としては、英語あるいは日本語とい
う発注元のネイティブ言語に習熟した人材を多数確保出来た点が多いだろう。その意味
で文化的な隔たりは経済的な隔たりに次いで重要な要素と言うことが出来る。 
 地理的な隔たりについては、日中が近距離であり、欧州諸国が東欧やロシア、北アフ
リカに発注しているように一定の重要性はあるように考えられる。しかし、米英とイン
ドのように地球の反対側という位置関係でもオフショアリングが成立しているところを
見ると、経済と文化の隔たりで十分なメリットがある場合は必ずしも感応度は高くない
と推測される。また、制度的な隔たりについては、政府主導の特定国向けの教育推進な
どが、結果として文化的な近さを形成するのに中長期的には重要な要素であるものの、
エネルギー産業や製造業などに比べても制度的な要素はそれほど大きくないだろう。 
 以上のように、テクノロジーの進展が後押しした「グローバリゼーション 3.0」はオフ
ショアリングという活動の道を拓き、世界のビジネスの距離を大きく縮めたことは事実
であったものの、国と国との距離の縮まり方には差があり、オフショアロケーションの
選好にはコスト差の裁定余地の大きさや言語の習熟度などが大きな影響を与えており、
世界のフラット化は歪に進行している状況がうかがえる。 
 それでは、実際にオフショア関係が築かれた国同士では経済的な隔たりが十分にあり、
文化的隔たりに近接性があると仮定出来るため、二国間の業務レベルの移管関係として
はフラット化されているのだろうか。図表 14は日本と中国のオフショア委託業務実績内
                                                   
18 Ghemawat, Pankaj (2007) “Redefining Global Strategy” Harvard Business School Publishing  
（望月衛訳（2009）『コークの味は国ごとに違うべきか』 文藝春秋 p.73） 
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訳（オフショア委託実績の中でどの工程で使われたかの内訳）と ITサービス開発の V
モデルをマッピングしたものである。 
 
図表 14：ITサービス開発の Vモデルと中国オフショア委託業務実績内訳（括弧内数字） 
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）
 
 出典：情報処理推進機構『IT人材白書 2012』の委託実績数値を筆者が Vモデルに配置19 
 
 この図表が示すように、オフショア委託業務には大きな偏りが見られる。ITサービス
開発プロセスは、要件定義から開始し、設計・開発・テストに進むという時間の流れを
取り、時間軸で前にあるほど上流工程、後にあるほど下流工程と呼ばれる。上流工程ほ
ど作業内容に変動幅が大きく、下流工程に進むほど作業内容が明確化されていく特徴が
存在する。また、それぞれの工程は V字にマッピングされ、要件定義で確定した要件が
実際に実装されているかの確認を結合テストで行い、基本設計で設計した項目が実装さ
れているかの確認を結合テストでやるという、品質検証の対応関係を持っている。Vモ
デルは図表で言うところの上に行くほど顧客側に近く、下に行くほどシステムの機能レ
ベルに落ちて顧客から遠くなるという位置関係を持っている。 
 図表から読み取れるのは、顧客に近く作業内容に変動幅が多い業務ほどオフショア開
発に委託されにくく、顧客から遠く作業内容が明確なほどオフショア開発に適している
という関係性である（結果として開発プロセスのV字とは逆のグラフを描く）。これら
の工程ほどコミュニケーションの重要度が増し、文化的・地理的な隔たりに起因するコ
                                                   
19 「オフショア動向調査（IT企業向け）」『IT人材白書 2012』 p.16  
< https://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/data.html>（2014年 11月 18日アクセス） 
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ミュニケーションの問題が露呈しやすくなる。従って、これらの業務はオフショア先に
業務委託せずにオンサイトのエンジニアが以前と同様に担当し、作業内容が明確で顧客
との距離が遠い工程ほどオフショア先に委託が実施されるという発注側にとってはプラ
クティカルな判断が行われていると考えられる。 
 CAGEの枠組みの四つの隔たりの観点でオフショアロケーションの選好について分析
を行った。経済的な隔たりが存在するということが、二国間のコスト差の裁定をすると
いうオフショア開発のそもそもの意図から、オフショア開発関係発生の絶対的条件であ
ると考えられる。続いて、米英とインド、日本と中国の関係から導き出せるように、文
化的な隔たりの近接性によってロケーションは選好される。しかし、実際にオフショア
開発の関係が成立した二国間関係においても、実務上はコミュニケーション上の隔たり
は埋め切れておらず、業務委託業務は選別される傾向があることが分かった。 
 最後に CAGEの枠組みを元にオフショアロケーションの位置付けを元に再確認して
みたい。まずはエントリー条件となる経済的な隔たりについてである。ITサービスの開
発については、業務に必要な最小限のオフィススペースと IT機器があればよく、コスト
構造として人件費が占める割合が大きい20。したがってここでは人件費に焦点を当てて評
価を行う。 
 図表 15はグローバル人材獲得について情報提供を行っているペイスケールより、2014
年 11月 10日時点の各国の「Software Engineer」という職種についての年収の中央値を
米ドル換算で修正したものである。 
 
                                                   
20 「情報サービス・ソフトウェア産業における人材の重要性 | IT人材育成 iPedia」 
< https://jinzaiipedia.ipa.go.jp/casestudies-2/it_efforts/about_itedu/itservice_jinzai> 
（2014年 11月 21日アクセス） 
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図表 15：各国のソフトウェアエンジニアの年収中央値比較 
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 出典：PayScaleの「Software Engineer」の年収中央値を筆者が 2014年 11月時点のレートで米ドル換算し
たもの21 
 
 これを見ると日本のソフトウェアエンジニアの年収は国際的に見ても決して高くない。
対して中国は新興国の中でもかなり年収が高く、日本のエンジニアの年収の半分の水準
を突破している。また、米英とインドに目を向けると、米英は先進国の中でもかなり賃
金水準が高く、インドは新興国の中でも依然として賃金が低い。 
 オフショア開発において二国間の経済的な隔たりに差があるほど裁定のうまみが増え
ると考えた場合、賃金格差が縮まった日中関係はオフショア開発の成立条件が崩れつつ
あり、中国へのオフショア開発の維持に危機感を覚える現状は頷ける状況と言える。一
                                                   
21 「PayScale - Salary Survey, Salaries, Wages, Compensation Information and Analysis」
<http://www.payscale.com/rccountries.aspx> （2014年 11月 10 日アクセス） 
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方でインドは世界の他の新興国に比べても依然として低賃金を維持しており、これまで
取引の中心だった米英だけでなく、日本を含めた他の先進国との相対的賃金差は依然と
して大きく、オフショア開発の委託先としてのポテンシャルは大きい様子がうかがえる。 
 また、文化的な隔たりについては、当初の進出先が日本との交流の歴史の長い東北地
方大連や経済的な取引関係の豊富な沿海部中心だったのが、日本との歴史的背景や商取
引のつながりの薄い内陸部に移行する様子はAppendix1の日本企業のオフショア進出
事例からもうかがえる。このことは、日本語に習熟して日本企業のビジネス慣習に精通
した人材を獲得することが難しくなることを意味することも想像される。また、尖閣諸
島領有権問題などをきっかけとする政治・外交リスクの顕在化は、日本語学習や日本企
業誘致に対する政府・地方自治体の姿勢の変化を推測させ、日本語人材の供給地として
の中国の将来性を損なうものになる可能性もある。 
 インドはオフショア大国として、英国文化圏を中心にこれまで順調にオフショア開発
ビジネスを伸ばしてきた。しかし、過度に米英に偏ったインドのオフショアビジネスに
ついて、米国の戦略リサーチ会社ハケット・グループは、欧米のオフショアしやすい業
務は 2020年から 2022年には枯渇し、インドは別のオフショア受託元を探す必要がある
ことを指摘している22。 
 日本企業にとってはオフショア開発先として活用してきた中国との経済的隔たりのメ
リットの縮小と文化的隔たりの広がりがオフショア戦略の見直しを要請し、これまでオ
フショア開発ビジネスで順調に成長してきたインド企業はさらなる成長のためには文化
的な隔たりを越えて新たなオフショア受託先を探す必要が出てきている、というのがオ
フショアロケーションの現在地と言える。 
 
第三節 本章のまとめ 
 本章では、オフショアロケーションの魅力度と選好メカニズムについての分析を行っ
た。GSLIの示すオフショアロケーションの魅力度では、インドと中国の総合評価スコア
に大きな差はないが、オフショアロケーションとしての受託実績額および将来予測を確
認すると、中国のポジションはそれほど強くなく、インドが世界最大のオフショア大国
                                                   
22 「Offshoring to India will end in 8-10 years: Hackett report - Economic Times」 
<http://articles.economictimes.indiatimes.com/2012-03-21/news/31220333_1_offshoring-business-services-eur
opean-companies>（2014年 11 月 19日アクセス） 
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であることが分かる。また、インドは米英と、中国は日本とオフショアリングの輸出入
で強い結びつきがあることも分かった。オフショア関係の成立が単純なロケーションの
魅力度だけでなく、二国間の選好メカニズムに大きく左右される現象については、ゲマ
ワットの CAGEの枠組みで説明が付くと考えられる。 
 CAGEの枠組みの四つの隔たりの分類から、オフショア開発は二国間の賃金格差を裁
定するという側面から経済的な隔たりの遠さが最も感応度が高く、続いて言語面の重要
性から文化的隔たりの小ささがオフショアロケーションの選定に大きな影響を与えるこ
とが分かった。一方で、実務的にはコミュニケーションの難易度が小さく、作業内容が
明確な業務しかオフショア開発先には委託されていない様子が分かり、国境を超える業
務委託は完全にはフラット化していない様子がうかがえた。 
 オフショア開発業務を人件費が安く日本語習熟者の多い中国に移管してきた日本企業
だったが、日中間の経済的隔たりの縮小により賃金格差の裁定取引のメリットが縮小し
てきたのに加えて、東北地方や沿海部の日本語習熟度の高い人材の獲得難に伴う文化的
隔たりの拡大が、中国に対するオフショア開発の魅力度を減じている。日本企業が中国
へオフショア開発委託を行い、その後徐々に難しさを感じ、見直しを要請されている状
況変化の理由を、CAGEの枠組みを使うことで裏付けることが出来た。 
 一方、米英向けに順調にオフショアビジネスを拡大してきたインドだったが、今後は
米英頼みでは成長をし続けることが難しいという予測も出ており、米英以外の非英国文
化圏からのオフショアビジネスを獲得し、受託元を多様化する必要が出てきた。インド
企業も文化的隔たりを越えていくことが求められる状況になってきたのである。 
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第４章 新時代のグローバル ITサービスベンダー国際競争環境 
第一節 グローバル ITサービスベンダーの概況  
 国際環境の変化によってビジネスの拡大のためにはオフショアロケーションの選好と
CAGEの隔たりを越えた対応が求められるようになってきた現在、プレイヤーであるグ
ローバル ITサービスベンダーの競争はどのような様相を見せているのか。本節ではグロ
ーバル ITサービスベンダーの概況と動向を振り返る。 
 図表 16は、リサーチ会社ホーシズ・フォー・ソーシズ・リサーチが発表した 2013年
の ITサービスベンダーランキングである。米国・日本・欧州といった先進国の ITサー
ビスベンダーが売上高ランキングの上位を占めており、その中でもとりわけ、IBMとア
クセンチュアが 15%を超える高い営業利益率を誇っていることが分かる。また、富士通
やNTTデータといった日本企業も売上高ではそれぞれ 2位、4位と高い順位を確保して
いるが、営業利益率の点では必ずしも優位に立っていないことが見て取れる。 
 
図表 16：グローバル ITサービスベンダーの売上高ランキング 
2013年 
順位 
2012年 
順位 
サービスベンダー 
売上高 
(単位：十億ドル) 
市場 
シェア 
営業 
利益率 
1 1 IBM 54.4 8.6% 17.9% 
2 3 富士通 32.1 5.1% 5.9% 
3 2 HP  29.2 4.6% 2.8% 
4 4 アクセンチュア 25.4 4.0% 15.3% 
5 5 NTTデータ 16.7 2.6% 4.7% 
6 6 SAP 15.4 2.4% N/A 
7 9 オラクル 13.5 2.1% N/A 
8 8 キャップジェミニ 13.4 2.1% 8.3% 
9 7 CSC 12.4 2.0% 8.9% 
10 13 
タタ・コンサルタンシー・
サービシズ 
10.5 1.7% 28.4% 
15 18 コグニザント 7.7 1.2% 19.0% 
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18 19 インフォシス 6 0.9% 23.5% 
20 23 ウィプロ 4.7 0.7% 21.3% 
25 27 HCL テクノロジーズ 3.9 0.6% 22.2% 
 出典：Horses for Sources Research: IT Service Vendor Ranking 201323 
 
 図表 16で特に注目すべきなのは、2013 年に初めて売上高でトップ 10入りしたタタ・
コンサルタンシー・サービシズ（TCS）を始めとするインド系の ITサービスベンダーで
ある。米国に本社を置くものの実質はインド系企業と言えるコグニザントを含め、営業
利益率でほぼ 20%を超える水準を確保し、このランキングに登場するW-I-T-C-H（Wipro 
- Infosys - Tata Consultancy Services - Cognizant - HCL Technologies）5社のすべてが前
年よりも売上高とランキングを上げている。 
 売上高の面だけではなく、人材の獲得競争においてもインド系 ITサービスベンダーは
近年特筆した動きを見せている。図表 17 は主要なグローバル ITサービスベンダーの従
業員の数の推移である。 
 
図表 17：グローバル ITサービスベンダーの従業員数推移 
0 
50,000 
100,000 
150,000 
200,000 
250,000 
300,000 
350,000 
400,000 
450,000 
500,000 
2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度
IBM
HP
TCS
アクセンチュア
コグニザント
富士通
インフォシス
ウィプロ
キャップジェミニ
CSC
NTTデータ
 
 出典：各社決算資料・公式ウェブサイトの情報から筆者が作成 
                                                   
23 「TCS breaks into the HfS Global IT Services Top 10, with Cognizant poised to follow」 
< http://www.horsesforsources.com/tcs-breaks-hfs-it-services-top-ten_041314>（2014年 11 月 10日アクセス） 
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 2013年度に従業員数が 30万 464人に到達し、従業員数で IBM、HPに次ぐ世界 3位
に躍り出た TCS始め、インド系 ITサービスベンダーは右肩上がりに従業員数を伸ばし
ている。対して、先進国の ITサービスベンダーは、アクセンチュアやNTTデータ、キ
ャップジェミニのように順調に従業員数を伸ばした企業と、HP と富士通のように 2011
年度から 3年間連続で従業員数を減らした企業とに傾向が分かれている。 
 なお、図表 17では ITサービス部門に特化せずに全従業員数で比較を行っている。IT
サービス部門の従業員数のみで見た場合、部門ごとの数字は非公開の IBMが約 30万人
で世界一位だとこれまで推測されていた24が、ITサービスに特化している TCSが 30万
464人であることから、ITサービスの分野に限れば世界一位の水準まで従業員数を拡大
してきたことが分かる。 
 しかし、TCSなどインド企業にとってこの状況は喜んでばかりもいられない。従業員
数で IBMやアクセンチュアに匹敵する規模の企業も出てきたインド企業だが、売上高で
見るとまだまだこれらのグローバルメガベンダーとは差があり、従業員一人あたりの売
上高で見ると大きく差をつけられている状況と言える。そして、インド企業はインド国
内の Tier-2、Tier-3都市に積極進出し、若くて賃金が相対的に安い新卒社員の大量採用
と活用に成功してきたからこそ、企業内の年齢ピラミッドを維持してこられたが、世界
最大規模の従業員数を抱えるようにもなると今後も同様の戦略での企業内でのコスト構
造の維持は難しくなってくることが予測されている。 
 そのため、インド系企業は ITサービス開発工程の中でも上流に位置付けられる戦略策
定・要件定義の局面にシフトし、サプライヤーではなく顧客企業に直接食い込むことを
志向し始める。しかし、前章でも紹介したようにオフショア開発の受託業務は定型作業
や下流工程の作業がメインであり、顧客企業との交渉に至るまでのハードルは高いとい
うのが現実である。インド系企業を代表とする新興国の ITベンダーが顧客アクセスを手
に入れるにはオフショアに付随する距離を越える必要があるのである。 
 一方で、低コストのエンジニアリングキャパシティを生かして高利益率を維持しなが
ら急成長する新興国のプレイヤーの存在に対して、先進国のグローバル ITベンダーも何
                                                   
24 「TCS behind only IBM in employee strength - Livemint」
<http://www.livemint.com/Companies/bkMCAhvRg2xJvLqsLQh88I/TCS-behind-only-IBM-in-employee-str
ength.html>（2014 年 11月 10日アクセス） 
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も手を打たなかったわけではない。サプライヤーの活用のみならず、自ら新興国に進出
し、現地のプレイヤーとエンジニア獲得競争を繰り広げ、すでに保有していた先進国の
顧客アクセス基盤とテクノロジーに、低コストエンジニアリングキャパシティを付加し
て顧客企業に提供する基盤の確立に成功しつつあるプレイヤーも存在している。 
 
第二節 インド系 ITサービスベンダーの動向 
 前章でも述べたように、インドは米英などに対して地理的に遠い場所に位置していた
ものの、優秀で低コストのエンジニア供給地としての強みと米英のネイティブ言語であ
る英語の習熟度でオフショア大国としての発展を遂げた。しかし、インド以外の国・地
域の中には、発注元国に対してより距離的に近い点を優位点として、インドに挑戦する
動きも見られた。 
 エラン・カーメルとパメラ・アボットはオフショア供給元国から見て「ファーショア」
に存在するインドに対する対抗軸として、相対的に近距離のオフショア先を意味する「ニ
アショア」に着目をして、その分析結果を2007年に発表した「Why ‘nearshore’ means that 
distance matters25」として発表した。彼らは 1998年から 2006年にかけて「ニアショア」
に言及している論文やリサーチペーパー、ウェブページなど 150 の情報源についてメタ
アナリシスを行い、ニアショアの優位点やニアショアクラスターの存在を明らかにして
いる。 
 図表 18は、米国、EU、日本の三大 ITサービス市場とそれを取り巻くニアショアクラ
スターの位置関係を図示したものである。日本にとって「Little Tokyo」である中国の大
連や、ドイツにとってのブルガリアのソフィアは、言語的や文化的つながりが強く地理
的にも近い点で優位性を発揮し、カリブ諸国が米国東海岸企業のバックオフィス事業を
時差と移動時間の少なさを強みに誘致するなど、時差の少なさや言語・文化的なつなが
りを強みにインドにチャレンジする動きは見られる。 
                                                   
25 Carmel, Erran and Abbott, Pamela (2007) "Why 'nearshore' means that distance matters", p.40-46, 
Communications of the ACM Vol.50, No.10, 
<http://cacm.acm.org/magazines/2007/10/5545-why-nearshore-means-that-distance-matters/fulltext>  
（2014年 12月 30日アクセス） 
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図表 18：米欧日の三大 ITサービス市場とニアショアクラスター 
 
 出典：Carmel, Erran and Abott, Pamela (2007) “Why ‘nearshore’ means that distance matters” 
 
 ファーショアの距離の問題に対してインド系 ITベンダーもいくつかの対応を取って
いる。オフショア開発以前はエンジニアをオンサイトに派遣するビジネスモデルだった
彼らだが、オフショア開発以降はエンジニアをバンガロールなどに集約してビジネスを
開始した結果、距離に伴うコミュニケーション上のギャップの克服が実務上の課題であ
ることを実感した。 
 インド系 ITベンダーはその問題に対して、自らのグローバル・デリバリー・モデル
（GDM）の調整とプロセス改善で対応している。GDMはオンサイト、オンショア、オ
フショアの最適な組み合わせでデリバリーモデルを決定する仕組みを整えている。例え
ば TCSは英国のクライアント向けに、ファーショア（インド）とオンショア（英国ロン
ドン）に加えて、ニアショア（ハンガリーのブダペスト）を組み合わせてデリバリー出
来る基盤を構築し、同じくインド系企業のサティヤム・コンピュータ（現テック・マヒ
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ンドラ）は欧州企業向けにハンガリーに「近距離開発センター」を立ち上げている26。 
 インフォシスの社員は、インドから近距離のシンガポールやマレーシアのクアラルン
プールではオンサイト、オンショアの要員の数を限定してもインドと直接やり取りする
ことでコミュニケーション上の問題を即座に解決できるのに対して、距離の遠い大きな
米国企業相手では同様にはいかないので、オンサイト要員を 20%増やして対応すること
もあると説明している27。 
 また、インフォシスはコミュニケーション上のギャップを減らすため、プロセスの標
準化にも取り組んでいる。組織のプロセスの成熟度を認定する国際的に著名な指針とし
て CMMI（Capability Maturity Model Integration、能力成熟度モデル統合）が存在する
が、インフォシスはオフショアとオンショア間のオペレーションにおいてインド企業で
初めて CMMI 最高評価である Level 5を達成した企業である28。 
 このようにGDMの調整とプロセス改善にてコミュニケーション・ギャップの削減に
務めているインド企業であるが、一般的な印象と違い地球の反対側に存在するというあ
る種の地の利を生かした 24時間開発（フォロー・ザ・サン開発）はそれほど盛んではな
いようだ。カーメルはインフォシスの事例研究と社員へのインタビューから、フォロー・
ザ・サン開発はコミュニケーションミスの誤解や作業やり直しが多く、少人数の短期間
開発になるソフトウェア開発であればグローバルチーム内で調整することは出来るもの
の、大規模の人員を動員する ITサービス開発では作業調整コストが見合わないと分析し
ている29。 
 このようにオペレーション面での改善を続けてきたインド系 ITベンダーであるが、IT
サービス開発はその土地の商慣習や顧客企業それぞれの業務の理解、既存の情報システ
ムの習熟度などが重要な要素であった。そして、それらを学習するには長い時間が必要
                                                   
26 Carmel, Erran and Abbott, Pamela (2007) "Why 'nearshore' means that distance matters", p.40-46, 
Communications of the ACM Vol.50, No.10, < http://auapps.american.edu/~carmel/papers/nearshore.pdf> 
（2014年 11月 5日アクセス） 
27 Carmel, Erran (2006) "Building your information systems from the other side of the world: How Infosys 
manages time zone differences", p.43-53 MIS Quarterly Executive Vol.5 No.1  
<http://auapps.american.edu/~carmel/papers/timeinfosys.pdf> （2014 年 11月 5日アクセス） 
28 「Infy assessed at CMMI Level 5 - Economic Times」 
<http://articles.economictimes.indiatimes.com/2002-06-27/news/27339792_1_cmmi-level-software-engineerin
g-institute-capability-maturity-model>（2014年 12月 17日アクセス） 
29 Carmel, Erran (2006) "Building your information systems from the other side of the world: How Infosys 
manages time zone differences", p.43-53 MIS Quarterly Executive Vol.5 No.1  
<http://auapps.american.edu/~carmel/papers/timeinfosys.pdf> （2014 年 11月 5日アクセス） 
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であり、一足飛びに顧客企業との交渉権を得ることは難しい状況であった。 
 その問題に対して、インド系企業がとった戦略は先進国のベンダーとのパートナーシ
ップであり、より積極的な姿勢としては先進国のプライムベンダーのM&A である。例
えば、TCSは自社のM&A 戦略について、「TCS has been scripting a unique success 
formula with each acquisition enhancing the company's skill and delivery capabilities 
besides also adapting to new geographies and cultures30」と説明しており、単純な売上
高の拡大を目指すのではなく、自社のスキルやデリバリーケイパビリティを向上させる
のに加えて、新しい地域と文化への適応能力を獲得することを目的にM&A を活用して
いることを明言している。図表 19は 2000 年以降の TCSの主なM&A をリスト化したも
のである。 
 
図表 19：2000年以降の TCSの主な M&A実績 
発表日 会社名 対象国・地域 目的 
2001年 11月 Computer 
Maintenance 
Corporation 
インド 保守、ファシリティ管理事業ソリューション強
化 
2004年 2月 Airline Financial 
Support Services 
India 
インド 航空・ホテル業界向け BPO事業強化 
2004年 3月 Aviation Software 
Development 
Consultancy India 
インド タタとシンガポール航空のジョイントベンチ
ャーを買収。航空業界向けコンサル能力強
化 
2004年 7月 Phoenix Global 
Solutions 
インド フェニックスグループのインドでのBPO事業
買収。保険業界向けソリューション強化 
2005年 5月 Swedish Indian IT 
Resources AB 
スウェーデン エリクソンや IKEA などスウェーデン市場ア
クセス 
2005年 10月 Financial Network 
Services 
オーストラリア 銀行向けソリューション強化 
                                                   
30「M&A strategy - Tata Group」
<http://tata.com/company/articlesinside/dG!$$$$!0021BVYk=/TLYVr3YPkMU=>（2014年12月15日アクセス） 
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2005年 10月 Pearl Group 英国 BPO 事業を買収。保険式年金 BPO ビジネ
スの強化 
2005年 11月 Comicrom チリ 銀行向けソリューション獲得、ラテンア
メリカ（スペイン語圏）市場アクセス 
2006年 2月 Tata Infotech インド Tata グループ内のシステムインテグレー
ション事業を統合 
2006年 11月 TKS-Teknosoft スイス 銀行向けソリューション獲得、スイス・
フランスなど大陸ヨーロッパ市場アクセ
ス強化 
2008年 12月 Citigroup Global 
Services 
インド シティグループのインドでのBPO事業を
買収 
2010年 9月 Super-Valu 
Services India 
インド 米国小売業スーパーバリュー社のインド
BPO事業を買収 
2012年 4月 Computational 
Research Labs 
インド HPC（ハイ・パフォーマンス・コンピュ
ーティング）ソリューション強化 
2013年 7月 Alti フランス フランス IT市場アクセス 
 出典：Tata Group公開資料31およびプレスリリースより筆者が作成 
 
 これを見ても分かる通り、TCSはM&A を通じて特定業界向けソリューションの獲得
だけでなく、米国大企業のインド BPOビジネスを買収して特定顧客との関係性を強化し
たり、南米や英国以外の欧州圏など TCSの収益構成として必ずしも大きくない地域への
市場アクセスを求めて、該当地域の会社のM&Aをしていたりすることが分かる。特に
2005年のチリのコミクロンの買収は、ブラジルのサンパウロにグローバル・デリバリ
ー・センター（GDC）を開設したのとほぼタイミングが同じであり32、スペイン語圏で
あるラテンアメリカ市場の攻略のために、コミクロンの顧客基盤と市場特性に関する知
識を獲得するという意図が明確だった。 
                                                   
31 「Mergers and Acquisitions - Tata Group」< http://www.tata.com/htm/Group_MnA_YearWise.htm> 
（2014年 12月 15日アクセス） 
32 「TCS to open center in Brazil for ABN Amro」
<http://www.siliconindia.com/shownews/TCS_to_open_center_in_Brazil_for_ABN_Amro-nid-30228-cid-2.h
tml>（2014年 1月 18日アクセス） 
 40  
 
 そして、インド企業は日本市場の攻略も目指している。2011年の日本経済新聞の取材
に対して、TCSのナタラジャン・チャンドラセカラン CEOは「米国に次ぎ 2番目に大
きな市場」と日本市場を位置付け、大口顧客を抱える IT企業を買収対象とする意向を表
明し、インフォシスの V・バラクリシュナン CFOも「有望な顧客群、専門性ある技術、
コンサルティング能力のある企業を探している」と述べ、日本語対応や商慣習の違いが
障壁になってポジションを築いてこられなかった日本市場の攻略に意欲を見せた3334。 
 このように、インド系 ITベンダーは距離の壁を克服するオペレーションの改善と共に、
先進国へのM&A を通じた顧客アクセス能力の獲得により、受注側のサプライヤーの枠
を突き破り、グローバルな ITサービスベンダーの産業構造を崩していくプレイヤーにな
りつつある。 
 
第三節 先進国 ITサービスベンダーの動向 
 低コストエンジニアを大量に抱えて高利益率を維持しながら急成長を遂げるインド系
ITサービスベンダーに対して先進国の ITサービスベンダーはどのような手を打ったの
だろうか。フリードマンに『フラット化する世界』を執筆するきっかけを与えたインフ
ォシス CEOナンダン・ニレカニは、オフショア・アウトソーシングのインパクトにつ
いて「かつて日本の自動車会社がデトロイトの三大自動車メーカーに与えた打撃に相当
する打撃を、インドのテクノロジー・サービス企業が米国の大手テクノロジー・サービ
ス企業に与えるだろう」と予測した35。 
 この予測に影響を受けて、グローバル化を進化させた企業の一つが IBMである。図表
20のように先進国際企業として世界各地に現地法人を設立し、本社機能は集約化させつ
つ、各国法人が自律的な動きをするというグローバル組織を築いてきた IBMだったが、
「Globally Integrated Enterprise（グローバルに統合された企業）36」の名の下、エンジ
                                                   
33 「印ＩＴ大手のＴＣＳとインフォシス、日本でＭ＆Ａ検討：日本経済新聞」 
<http://www.nikkei.com/article/DGXNASGM2404R_Q1A530C1EB2000/>（2014年 12月 17日アクセス） 
34 IDCの調査によると、2013年の ITサービス市場の世界一位は 2,341億ドルの米国で、二位は 522億ドル
の英国が続く。日本は 512億ドルで僅差の三位であり、市場規模については TCSチャンドラセカラン CEO
の見方とは異なる。 
35 Hamm, Kevin, O'Brien, Steve and Maney, Jeffrey (2011) "Making the World Work Better: The Ideas That 
Shaped a Century and a Company", IBM Press. （日本 IBM監修（2011） 『世界をより良いものへ変えてい
く：世紀とその企業を作り上げた大志』 ピアソン桐原 p.209） 
36 「The Globally Integrated Enterprise | Foreign Affairs」 
<http://www.foreignaffairs.com/articles/61713/samuel-j-palmisano/the-globally-integrated-enterprise> 
（2014年 12月 17日アクセス） 
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ニアリングキャパシティの最適立地活用として、人件費の安い新興国での雇用を加速さ
せる動きを見せた。IBM CFOのマーク・ロックリッジは「コストの低い国に仕事を移行
していなかったら、競争することはできなかったでしょう37」と述べ、テクノロジー・サ
ービス部門がインド系 ITベンダーに対抗する上での競争力維持に不可欠な措置であっ
たことを認めている。 
 
図表 20：IBMの Globally Integrated Enterpriseモデル 
種類 International（国際企
業） 
Multinational（多国籍企
業） 
Globally Integrated
（グローバル企業） 
構造 
 
海外で作る・売る 
本社にすべての機能が集約
され、海外子会社は製造・販
売など一部機能を担当 
 
海外への権限移譲 
本社機能に共通機能が集約
され、自律度を持った子会社
の集合体 
 
地球でひとつの会社 
世界中で一番ふさわしい
場所にそれぞれの機能を
分散させ、「適正な場所
で、適正な時期に、適正
な価格で」経営資源を最
適化する企業 
海外子会
社の役割 
本社の戦略を実行 各地域市場への適合 経営資源の統合による効
率性とイノベーションを
実現しながら各地域市場
に統合 
競争優位
の源泉 
プロセス効率 市場対応力 知識の移転、共有、活用 
 出典：IBM38 
                                                   
37 Hamm, Kevin, O'Brien, Steve and Maney, Jeffrey (2011) "Making the World Work Better: The Ideas That 
Shaped a Century and a Company", IBM Press. （日本 IBM監修（2011） 『世界をより良いものへ変えてい
く：世紀とその企業を作り上げた大志』 ピアソン桐原 p.210） 
38 「IBM 戦略コンサルティング Globally Integrated Enterprise - Japan」 
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 先進国の ITサービスベンダーの新興国へのエンジニアリングキャパシティの新興国
へのシフトは、数字の面でも非常にインパクトが大きい。2014年時点で IBMは世界で
約 43万人の従業員を抱えているが、そのうち三分の一はインドであり、約 8万 8,000人
を雇用している米国の従業員数をすでに大きく超えていると推測されている。IBMのみ
ならず、アクセンチュアは全世界約 29万 3,000人の従業員のうちインドは 90,000人と推
測され、キャップジェミニは全世界約 13 万 4,000人の従業員のうちインドが 50,000人を
超えたことを 2014年 4月に発表している（IBMとアクセンチュアは地域ごとの従業員
数を公開していないため数字は推定）39。 
 1978年のインド政府の規制に反対してインド撤退した後、1991 年のインドの経済自由
化を背景に再度インドに参入した IBMは、1992年当初はタタ・グループとのジョイン
トベンチャーという形式を取り、1999年に IBMインディアとして完全子会社化した。
その後は基本的には自律型の成長を遂げているが、2004年にローカルの BPO事業者で
あるダクシュを買収して統合するなどの動きも見せている40。 
 EDS（現HP）は 1996年に EDSインディアを設立しており、その後の人材獲得競争で
は必ずしも優位に立っていなかったものの、2006年にローカルの準大手 ITサービス企
業であるエムファシスを買収したことにより、インドでの従業員数を 3,000人から 20,000
人規模に急増させることに成功している41。 
 CSCは保険業界向けソフトウェアベンダーである PMSC買収時に PMSCのインド拠
点を獲得し、その後は自律的成長を続け 2006年にはインドの従業員数が 7,000人に到達。
2007年に ITサービス企業のコバンシスとヘルスケアソリューションの FCG を買収し、
従業員数を 16,000 人規模に一気に拡大させた42。 
                                                                                                                                                     
< http://www-06.ibm.com/services/bcs/jp/solutions/sc/gie/>（2014年 12月 18日アクセス） 
39 「IBM now hires more in US than India amid tax, visa worries - The Times of India」 
<http://timesofindia.indiatimes.com/business/india-business/IBM-now-hires-more-in-US-than-India-amid-ta
x-visa-worries/articleshow/41830687.cms>（2014年 12月 17日アクセス） 
40 「IBM acquires Indian BPO company Daksh | Network World」
<http://www.networkworld.com/article/2332025/software/ibm-acquires-indian-bpo-company-daksh.html>
（2014年 12月 17日アクセス） 
41 「米 EDS社，インドの ITサービス大手企業MphasiS社の買収完了 - 技術経営 - 日経テクノロジーオン
ライン」<http://techon.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20060707/118939/?rt=nocnt> 
（2014年 12月 17日アクセス） 
42 「50 Years of Success - Our History | CSC」<http://www.csc.com/in/ds/11515/14541-history> 
（2015年 1月 4日アクセス） 
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 日本企業の動向はどうだろうか。情報処理推進機構はグローバル化を進める顧客企業
に対応するために ITベンダー企業自身がグローバル化すること、そしてグローバル競争
力を高めるためにオフショアなど海外リソースを活用すること、の二つが日本の ITサー
ビスベンダーの課題だと分析している43。グローバルカバレッジを確保すべく海外進出を
行い、「日系二大グローバル ITサービスベンダー」として称される富士通やNTTデータ
のような企業も存在する44。一方で、Appendix1 に記載したように日本企業も中国を中
心とした新興国へ進出し、現地企業のM&Aなどで開発人員を確保する動きは見せてい
るものの、エンジニアの最適立地であるインドを中心とする新興国に大きなポジション
を築き、企業全体の雇用構造を変革させるに至る日本企業はあまり多くないようだ。富
士通は2010年度時点で全世界17万2,000人の従業員のうち、日本が10万6,000人と61.6%
と過半数を占めており、アジア・パシフィック・中国が占めるのは全体の 16.3%に過ぎ
ない45。日立製作所情報・通信システムグループの 2012年度の国内人員比率は 56%で中
国およびアジア他は合計しても 10%程度である46。 
 以上のようにインド系 ITサービスベンダーの台頭は先進国の ITサービスベンダーを
大きく刺激し、IBMを始めとした欧米 ITサービスベンダーはその動きに対抗すべく、IT
サービス要員の最適立地であるインドなどの新興国に M&A などを活用しながら参入し、
自社の従業員の雇用構造を大きく変化させることで競争力の維持に努めた。日本企業も
グローバルカバレッジの確保には取り組んできたものの、日本人雇用者の割合は依然と
して大きく、エンジニアリングコスト構造の最適化についてはまだ道半ばの企業が多い
ようだ。 
 
第四節 本章のまとめ 
 ITサービスベンダーのグローバル競争を見ると、オフショア大国としてますます発展
を遂げるインドから TCSなど有力なプレイヤーが登場しており、高い利益率を維持しな
                                                   
43 『「グローバル化を支える IT人材確保・育成施策に関する調査」調査結果』』 
<https://www.ipa.go.jp/jinzai/jigyou/global-report.html >（2014 年 12月 30日アクセス） 
44 「グローバル IT サービス市場 | 業界マップ | BCN Bizline」<http://biz.bcnranking.jp/map/globalit/ > 
（2014年 12月 30日アクセス） 
45 「富士通グループ概要」 
<http://img.jp.fujitsu.com/downloads/jp/jeco/report/rep2011/fujitsu2011report95-96.pdf > 
（2014年 12月 17日アクセス） 
46 「Hitachi IR Day 2013 情報・通信システム事業戦略」  
<http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2013/06/0613/20130613_02_ITS_presentation.pdf > 
（2014年 12月 17日アクセス） 
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がら急速に売上高を伸ばし、世界上位 10 社に食い込むなど躍進を遂げている。しかし、
インド系 ITサービスベンダーもさらなる成長のためには低コスト開発だけでなく、上流
工程など顧客企業と直接交渉する必要があった。文化的・地理的距離を超えるため、イ
ンド系企業はオンサイト、オンショア、オフショアをシームレスにつなぐための拠点確
保とプロセス改善に努めると同時に、すでに顧客基盤を持つ先進国のベンダーを買収・
統合することで先進国への進出の動きを加速させていった。 
 一方、インド系ベンダーの台頭に危機感を覚えた IBMやアクセンチュアなど、すでに
グローバルカバレッジを確保していた先進国の ITサービスベンダーは、エンジニアの確
保拠点をインドに大きくシフトすることで、低コストでの開発能力を獲得することを目
指した。 
 図表 21、22 はまさに現在のグローバル ITサービス業界構造を示したものである。図
表 21に示したように、顧客企業のグローバル化に伴い、ITサービスベンダーもグロー
バルレベルでの ITサービスの開発・オペレーションを求められるようになり、顧客企業
の進出先でのサービス提供を実現すべく海外進出を加速させていった。これは ITサービ
ス業界構造における国境を越えた横方向の構造変化の動きである。 
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図表 21：顧客企業とプライムベンダーのグローバル化が進む ITサービス業界構造 
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 一方、図表 22のように、これまでオフショア開発で国境の壁を越えてサービス開発業
務の受託・委託関係が築かれた ITサービス業界であったが、サプライヤー側であったイ
ンド系 ITベンダーが成長を遂げ、顧客アクセスを持つ先進国のプライムベンダーを買収
する一方、プライムベンダー側のプレイヤーがエンジニアリングキャパシティの供給地
である新興国に進出し、現地のプレイヤーを統合するなど階層を越えた動きが見られて
いる。これが ITサービス業界構造における縦方向での構造変化の動きである。 
 
図表 22：ポジションの階層を越えるプレイヤーの登場する ITサービス業界構造 
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 この縦方向と横方向の双方で大きく変化する今日のグローバル ITサービス業界にお
いて勝ち抜く条件はどこにあり、グローバル ITサービスベンダーはどこを目指して競争
を繰り広げ、日本の ITサービスベンダーのおかれている立場がどこにあるのか、につい
て次章で分析を行う。 
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第５章 日本の ITサービスベンダーの現在地と事例紹介 
第一節 日本の ITサービスベンダーの現在地 
 前章まで見てきたように、顧客企業のグローバル化に対応するため ITサービスベンダ
ーもグローバルカバレッジの獲得が必要とされ、ITサービスベンダー間の階層構造が崩
れてコスト競争力を強めて競争を生き残ることが重要になるなど、ITサービスベンダー
をめぐる国際競争環境は大きく変質しつつある。その中で、日本の ITサービスベンダー
の現在地はどこにあり、この環境下でどのように強みを発揮していけばよいのだろうか。 
 図表 23は縦軸に ITサービスベンダー企業内のエンジニアリングコスト構造のグロー
バル最適化度合い、横軸に顧客企業サポートの際のエリアカバレッジのグローバル対応
度合いをマトリックスにしたものである。 
 
図表 23：グローバル ITサービスベンダーポジショニングマトリックス 
 
 
 TCSを代表とするインド系 ITベンダーは、低コストで優秀なエンジニア供給地として
最適立地であるインドに位置することで、若くて安いインド人エンジニアの大量採用を
進め、大量採用したエンジニアを即戦力として活用する仕組みを整えることでグローバ
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ル最適な低コストのエンジニアリングコスト構造を持った。また、オフショア開発のノ
ウハウを蓄積しながら、先進国の先進テクノロジー企業や顧客アクセス能力を持つ企業
のM&Aをすることでエリアカバレッジの面でもグローバル化対応能力を徐々に高め、
ポジショニングマップ上では横軸方向を右側に進むことを目指している。 
 一方、IBMやアクセンチュアを代表とするグローバルメガ ITベンダーは、すでに先
進国に確固とした営業・デリバリー拠点を持ち、テクノロジー・ソリューションを保有
していた。しかし、インド系 ITベンダーの挑戦を受け、それに対抗すべく自ら新興国に
進出してローコスト人材の獲得に成功し、エンジニアリングキャパシティの新興国シフ
トを断行したことにより、エンジニアリングコスト構造のグローバル最適化を実現しつ
つある。つまり、ポジショニングマップの横軸のエリアカバレッジの強みに加えて、縦
軸をコスト競争力について真上に進むことを目指している。 
 富士通やNTTデータを代表とする日系グローバル ITサービスベンダーは、先進国を
中心とした海外企業のM&A を通じてグローバルでのカバレッジを確保する取り組みを
行ってきた。一方で新興国への進出はそれほど活発には実施しておらず、エンジニアリ
ングコストのグローバル最適立地へのシフトの動きは見られていない。また日系ローカ
ル ITベンダーは顧客企業のグローバル化の動きに対応出来ておらず、今後のビジネスオ
ポチュニティは限られたものになっていくだろう。 
 以上のように、インド系 ITベンダーとグローバル ITメガベンダーは、最初のポジシ
ョンこそ違うものの、ポジショニングマップ上は両者とも右上の方向を目指して競争力
の獲得を図っているという点では同じである。それに対して、日系グローバル ITメガベ
ンダーはエリアカバレッジの面では取り組みが進んでいるものの、エンジニアリングコ
スト構造の最適化では遅れており、このままでは今後の激しい国際競争において利益を
獲得することは今以上に困難になっていくと考えられる。 
 第 2章で紹介したように現在の日本企業のオフショア戦略見直しの主要課題は「中国
に変わる次のパートナー探し」という従来型のオフショア開発の延長戦上にある発想で
あり、企業全体のエンジニアリングコスト構造の新興国への大胆なシフトを志向する経
営的な意思決定に踏み込んでいる企業は数少ないと言える。しかし、マトリックスの右
上に目指して経営革新を進めることが変動する ITサービスベンダーの国際競争におけ
る勝者の条件であり、日本の ITサービスベンダーもこのような企業構造改革を推進する
ためのリーダーシップが必須になると考えられる。 
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第二節 日本の ITサービスベンダーの事例紹介 
 前節で今日のグローバル国際競争環境における勝者の条件と ITサービスベンダーの
ポジションの分析を行った。日系グローバル ITベンダーは、グローバルカバレッジにつ
いては何とか確保したものの、エンジニアリングコスト構造のグローバル最適化には至
っていない。日系二大グローバル ITベンダーと言える富士通とNTTデータの二社につ
いて、グローバル化へのチャレンジの歴史と課題を紹介する。 
 また、自力でグローバル化に取り組むほどの体力がないポジションにはあったものの、
強固な顧客基盤を強みに TCSとのパートナーシップで自社の存在価値を証明しようと
している三菱商事系の中堅 ITサービスベンダーであるアイ・ティ・フロンティ（現 TCS
ジャパン）と、長年の中国でのオフショア開発経験を武器に、中国最大手の ITサービス
ベンダーであるデジタル・チャイナと提携し、中国市場に成長の場を切り拓いた独立系
ITサービスベンダーの SJIを、日系の中堅 ITサービスベンダーが目指すべき姿の先進事
例として紹介する。 
 
第一項 事例：富士通 
 富士通株式会社は、1935年に富士電機製造（現富士電機）から電話交換機や電話機の
製造・販売権を承継して富士通信機製造株式会社として設立され、1967年に富士通株式
会社に商号を変更した会社である。 
 富士通はコンピュータ機器の製造・販売に強みを持つ会社で、IBMのメインフレーム
である System/360の設計者の一人であるジーン・アムダール博士が 1970年に IBMから
独立して創業した米国のアムダールに 24%資本参加し、IBMメインフレームより低価格
な互換機で、メインフレームの 64bit化が進む 1990年代半ばまで IBMと熾烈な競争を繰
り広げるなど、コンピュータ業界を代表する企業の一つである。 
 同社は他の日本企業に比べても早い段階での海外進出に積極的で、上述のアムダール
を 1997年 7月に買収し、英国の ICLを 1998年 10月に完全子会社化することで、米国
と英国に拠点を築き、ドイツのシーメンスと合弁でサーバーやパーソナルコンピュータ
の製造を行う富士通シーメンスコンピューターズ（FSC）を 1999 年 10月にドイツに設
立するなど 2000 年以前から海外先進国への進出とポジション確保に取り組んできた。 
 しかし、ITサービス企業としての富士通は必ずしも順調にグローバル化が進展してい
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るわけではない。ITリサーチ会社ガートナーのベンダー評価で、コンサルティング・ア
プリケーション開発・インテグレーション分野での富士通のグローバル化進展度につい
ては、2013年のサービスビジネスの収益は 75%以上が日本からであり、標準開発手法と
パッケージに関するナレッジを武器とした均質なシステム開発能力は、グローバル市場
で証明されたとは言えず、未だチャンレンジしている最中という評価である47。 
 2009年 6月に当時社長だった野副州旦は世界 ICTサミット 2009で『グローバル ICT
企業への挑戦48』という講演を行い、これまでの富士通の海外ビジネスが輸出型モデルか
らの脱却が遅れ日本中心・製品事業部中心だったこと、累積減損 1兆円を出すなど海外
グループ会社ガバナンス不足と自律成長頼みが続いていた点を反省点として挙げた。そ
の上で、収益と利益の成長見込みの高いサービス依存型成長モデルの再構築、グローバ
ル人材の活用、ガバナンスの強化をグローバル化のアジェンダに取り上げた。 
 しかし、ハードディスクや LSI事業など非中核事業から撤退し、サービスビジネスへ
の変革とグローバル化を進めた野副の選択と集中の取り組みは、野副の突然の社長解任
を持っていったん停滞を見せる49。この解任劇については構造改革に伴う社内からの反発
を起因とする「お家騒動」の様相を呈しており、不透明な解任理由について富士通のガ
バナンスに対する批判も見られた50。 
 グローバル競争における富士通の強みは、歴史のある海外中核会社を保有し、その人
材を活用した海外M&A後の企業統合に一日の長がある点である。図表 24は富士通の
2005年以降の海外M&Aの実績一覧である。これを見ても分かるように、ドイツやスウ
ェーデンの会社は、英国 ICL完全買収後に社名変更した富士通サービスが、米国・カナ
ダの会社は米国DMRコンサルティング完全買収後に社名変更した富士通コンサルティ
ングが買収している。これに加えて、富士通オーストラリアは同じく英連邦の富士通サ
ービスが、富士通フィリピンは富士通アメリカ（富士通コンサルティングと旧アムダー
ルなどが統合した会社）と連携させるなど、文化的に近い関係の海外子会社を核にした
グローバル経営が出来る点にある。 
                                                   
47 Gartner "Vendor Rating: Fujitsu (published: 29 September 2014)" 
48 野副州旦『グローバル ICT企業への挑戦』< http://www.ict-summit.jp/2009/pdf/report1_nozoe.pdf> 
（2014年 12月 24日アクセス） 
49 「特別リポート：富士通を覆う閉塞、社長解任の爪跡とガバナンスの行方 | マネーニュース | 産業・企
業 | Reuters」< http://jp.reuters.com/article/companyNews/idJPJAPAN-20287120110328> 
（2014年 12月 24日アクセス） 
50「富士通で再びのお家騒動」<http://www.sentaku.co.jp/category/economies/post-701.php> 
（2014年 12月 24日アクセス） 
 51  
 
 
図表 24：富士通のクロスボーダーM&A一覧 
発表月 会社名 対象国・地域 事業内容 買収母体 
2005年 3月 Gendera 
Technologies 
米国 ITサービス企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2005年 3月 MOXXI 
Medical 
カナダ ヘルスケアシステム企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2005年 6月 BORN 
Information 
Services 
米国 ITコンサルティング企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2006年 2月 Greenbrier & 
Russel 
米国 ITサービス企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2006年 2月 GIM Risk 
Management 
カナダ ITコンサルティング企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2006年 2月 Rapidigm 米国 ITコンサルティング企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2006年 5月 M3K カナダ ITコンサルティング企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2006年 12月 TDS ドイツ ITサービス企業 富士通サービス（旧
ICL） 
2007年 9月 OKERE 米国 ITサービス企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2007年 10月 Infinity 
Solutions 
ニュージーランド ITサービス企業 富士通ニュージーラン
ド 
2007年 10月 Mandator スウェーデン ITサービス企業 富士通サービス（旧
ICL） 
2007年 10月 Promaintech 
Novaxa 
カナダ ITコンサルティング企業 富士通コンサルティン
グ（旧DMR） 
2008年 2月 Intelec カナダ ITコンサルティング企業 富士通コンサルティン
 52  
 
Geomatics グ（旧DMR） 
2009年 3月 KAZ オーストラリア ITサービス企業 富士通オーストラリア 
2009年 4月 Supply Chain 
Consulting 
オーストラリア ITコンサルティング企業 富士通オーストラリア 
2012年 2月 Technology 
Management 
Corporation 
カナダ ITサービス企業 富士通カナダ 
2013年 4月 RunMyProcess フランス クラウドサービス企業 富士通 
 出典：富士通データブック 2014年 10月より筆者が作成51 
 
 一方で弱みは日本と海外が分割されがちでグローバル統合のメリットが得られにくい
ことである。2014 年 4月付で海外事業体制を再編し、リージョンごとに社長直轄にする
と共に、世界中のサービスデリバリー部隊を横串で統括する「グローバルデリバリー部
門」を新設するなどガバナンスの強化とグローバル統合の取り組みを始めているものの52、
前述のガートナーの評価では日本と海外での統合化は現在進行形である。それに加えて
最大の弱みとなり得るのが資本の論理に徹し切れない経営陣である。先進グローバル IT
メガベンダーがエンジニアリングキャパシティの新興国シフトを大胆に推し進めたのに
対して、野副社長解任の経緯を見る限り、富士通のトップがリーダーシップを持ってス
テークホルダーをコントロールしつつ構造改革を遂行することは極めて困難だろう。 
 海外先進国企業のM&A を通じてグローバルカバレッジという面ではなんとか恰好を
付けることが出来た富士通であるが、新興国への進出は遅れており、今後の国際競争で
勝ち抜くための競争力のあるコスト構造にはなっていない。構造転換を実現するために
は、経営上の合理的な判断を遂行出来るようになれるかが重要であり、富士通が競合の
グローバルベンダーと正面から競争するための今後の課題と言えるだろう。 
 
第二項 事例：NTTデータ 
 株式会社NTTデータは 1967年に設置された日本電信電話公社のデータ通信本部を前
                                                   
51 「富士通データブック 2014年 10月」< http://pr.fujitsu.com/jp/ir/library/databook/pdf/all.pdf> 
（2014年 12月 24日アクセス） 
52 「富士通、海外向け事業体制を再編--社長直轄の 5リージョン体制に - ZDNet Japan」 
< http://japan.zdnet.com/article/35045193/>（2014年 12 月 24日アクセス） 
 53  
 
進とする企業である。1988年にNTTデータ通信株式会社として発足した企業である。
1998年に株式会社NTTデータに社名を変更している。 
 NTTデータは非メーカー系システムインテグレータとしては国内最大手であり、電電
公社時代からの付き合いから官公庁向け案件に最も強い ITサービスベンダーとして知
られている。売上高に占める公共向け案件の比率は国内大手でも 10%程度のところ、NTT
データは近年は収益源の多様化を進めて徐々に比率を減らしながらであるが、2006年度
時点で 32.9%と大きな割合を占めていた53。 
 国内で盤石な体制を築いてきたNTTデータであったが、近年クロスボーダーM&A に
よる海外進出の動きを加速させている。図表 25は 2005年以降にNTTデータが実施した
主なクロスボーダーM&A の一覧である。 
 
図表 25：NTTデータのクロスボーダーM&A一覧 
発表月 会社名 対象国・地域 目的 
2005年 11月 The Revere Group 米国 ERPプロジェクトなど上流コンサルティングと
日系企業の海外展開サポート能力強化 
2007年 7月 EastNet 中国 中国深圳の ITサービス拠点確保 
2007年 10月 itelligence  ドイツ SAPソリューションを欧州・北米顧客に提供 
2007年 11月 Vertex Software インド 日米向けのオフショア開発会社の買収 
2008年 10月 Cirquent ドイツ BMW グループシステム子会社。BMW を
始めとした欧州顧客基盤獲得 
2009年 7月 BNI Systems 中国 中国安徽省無錫の ITサービス拠点確保 
2009年 8月 Extend 
Technologies 
オーストラリア アジア太平洋地域の SAP サポート能力獲
得 
2010年 6月 Intelligroup 米国 ERP 事業。米、英、デンマーク、インド、中
東の顧客基盤とインドの開発拠点を獲得 
2010年 10月 Keane 米国 米国の顧客基盤と北米・インドでのグローバ
ル開発拠点の獲得 
2011年 4月 Value Team イタリア IT コンサルティング会社。イタリア、トルコ、
                                                   
53 「公共依存から国内外での M&Aによる成長路線拡大へ ［NTTデータ（証券コード 9613）］ | IT Leaders」 
<http://it.impressbm.co.jp/articles/-/6411>（2014年 12月 18日アクセス） 
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ブラジルのエリアカバレッジ獲得 
2012年 12月 IFI Solution ベトナム 欧州向けオフショア開発拠点の獲得 
2013年 10月 everis Group スペイン スペイン・中南米の顧客基盤の強化 
2013年 11月 Optimal Solutions 
Integration 
米国 北米市場の SAP ソリューションおよびインド
開発拠点の獲得 
 出典：NTTデータのプレスリリースより筆者が作成 
 
 これを見てもかなり頻繁に海外企業のM&A を実施していることがわかるが、これに
加えてNTTグループが 2010年に南アフリカで ICT構築・保守のフルサイクルサービス
を手がけるディメンション・データを買収するなどNTTグループ全体でクロスボーダー
M&Aを積極的に推進している。2008年度時点で 500億円を超える程度だったNTTデー
タの海外売上高も 2015年度には 4,000億円を超え、収益の 30%を超える見込みである54。 
 国内で強固な基盤を持ち、海外展開が限られていたNTTグループがなぜ近年積極的に
海外進出を行うようになったのか。NTTグループ・グローバル推進室長の奥野恒久はそ
の理由について、一つは顧客企業がグローバル化する中で自分たちの提供するサービス
のグローバル化も求められるようになったこと。もう一つは収益の拡大が見込まれるこ
と、と説明している55。 
 実際にNTTデータのM&Aの目的を見ても、顧客企業のグローバル展開に伴う北米・
欧州・アジア太平洋などエリアカバレッジの補完やソリューションの獲得、中東や南米
など新市場への参入を意図したものがある。加えて、中国やインドなど新興国の開発拠
点の確保も見られる。ここではM&Aの内容で議論してきたが、Appendix1記載のよう
に東南アジアに対してグリーンフィールド型の参入の動きも見られる。これらの動きは
グローバルカバレッジとコスト競争力の獲得と位置付けられ、図表 22のグローバル IT
サービスベンダーのポジショニングで言う所の右上を目指して積極的に国際競争に乗り
出していると言えるだろう。 
 ただし、現時点でNTTデータは海外事業で利益を稼げる状況にはなっていない。国内
                                                   
54 「NTTデータ､海外 1兆円構想の勝算 | 企業戦略 | 東洋経済オンライン | 新世代リーダーのためのビジ
ネスサイト」<http://toyokeizai.net/articles/-/50625>（2014年 12 月 18日アクセス） 
55 「マネジメントインタビュー：もっと知ってほしい！NTTグループ：個人投資家の皆さまへ：株主・投資
家情報：NTT HOME」< http://www.ntt.co.jp/ir/private_investor/know/interview.html> 
（2014年 12月 18日アクセス） 
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の収益が横ばいなのに対して、テキサス州交通局システムのアウトソーシング案件受注
や、ダイムラーやヤム・ブランズのシステム案件受注56など海外売上高（グローバルビジ
ネスセグメント）は伸びているが、のれんの償却費によりセグメント別では海外のみが
赤字である（セグメント売上高 3,145億円に対して 98億円の赤字）。また、M&Aで手に
入れた新興国のエンジニアリングキャパシティへの大胆なシフトも見られていない。公
共企業を前身とするNTTグループの歴史的背景を考えると、抜本的な構造改革への社内
からの抵抗は富士通以上に大きいと予想され、経営陣のリーダーシップがどこまで発揮
されるかは未知数と言える。 
 急速なグローバル成長により海外市場をマネージメント出来る経営人材の不足なども
指摘されており、海外売上高比率 50%を当面の目標とする海外進出の動きが今後も順調
に進むかは不透明だが、同じく積極的に海外進出しているNTTグループ内のNTTコミ
ュニケーションズや買収したNTTグループ海外中核子会社のディメンション・データな
どとの協業でNTTグループの強みなどを活かす形で、NTTデータは日系 ITサービスベ
ンダーとしてグローバル競争を繰り広げていくことになるだろう。 
  
第三項 事例：アイ・ティ・フロンティア（日本 TCS） 
 株式会社アイ・ティ・フロンティア（ITフロンティア）は 2001 年 4月に三菱商事グ
ループのシステム会社 5社（三菱事務機械株式会社を存続会社に、株式会社エス・エス・
ティ、株式会社アイティコマース、株式会社エム・シー・テクノサーブ、株式会社シリ
ウス）を統合して発足した ITサービス会社である。当初は三菱商事と日本 IBMが 4対
1で出資を行っていたが、2009年 4月に三菱商事の 100%子会社化された。 
 ITフロンティアは SAPなどERPソリューションや IBM製メインフレームについて強
みがあると言われており、三菱商事グループ会社向けの ITサービス提供だけでなく、そ
こでの知見をもとにグループ外の会社への外販も行っていた。2013 年 3月期の売上高は
554億円、営業利益率は 5.3%の中堅 ITサービスベンダーである。 
 その ITフロンティアが、TCSの日本法人であるタタ・コンサルタンシ ・ーサービシズ・
ジャパン株式会社（TCSジャパン）、および三菱商事と TCSジャパンのジョイントベン
チャーである株式会社日本 TCSソリューションセンター（TCS 60%、三菱商事 40%）と
                                                   
56 「【ＮＴＴデータ】Ｍ＆Ａで上がったグローバルの“土俵” 問われる国内依存脱却のスピード｜数字で会
社を読む｜ダイヤモンド・オンライン」<http://diamond.jp/articles/-/61469>（2014年 12 月 18 日アクセス） 
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3社統合し、TCSが 51%、三菱商事が 49%の出資で 2014年 7月 1 日に「日本タタ・コン
サルタンシー・サービシズ株式会社（日本 TCS）」として発足した。2014年 7月 1日時
点の従業員数は 2,308人であり、2014年 4月 1日時点で 1,598名いた ITフロンティアの
従業員を中核とした存続会社であると考えられる。 
 インド系 ITサービスベンダーは 2008 年にインフォシスが日本ユニシス（当時は三井
物産グループ）と、ウィプロが伊藤忠テクノソリューションズ（伊藤忠商事子会社）と
業務提携を結んだように、商社系の会社とパートナーシップを結ぶ動きが見られたが、
その後の日本市場攻略に必ずしも成功していない57。それに対して TCSは 2012年 1月に
日本 TCSソリューションセンターを三菱商事との合弁として立ち上げ、資本提携という
形にまで踏み出した。 
 これらの動きに対して、2012年 6月当時、TCSのナタラジャン・チャンドラセカラン
CEOは日経コンピュータの取材に対して、日本に進出して 25年になるが、日本企業の
グローバル化の動きが強まり、グローバル化や標準化などへの対応のビジネス拡大のチ
ャンスが出てきたこと、「三菱商事の強力なブランドが、我々が越えられなかった言語や
文化、顧客とのリレーションのギャップを埋めてくれるものと期待しています」と述べ
ている58。 
 三菱商事側にとってはどうだろうか。三菱商事ビジネスサービス部門 CEOの占部利
充は、「現在、日本企業から寄せられる開発案件の相談には必ず海外のオペレーションが
含まれており、グローバルな対応力が必要だ」と述べ、日本企業の海外進出サポートの
グローバル対応のエリアカバレッジにタタのグローバルネットワークを使いたいという
意図があったと説明している。 
 それに加えて、「国ごとの商習慣に対応するシステムのフロント部分では、日本の特殊
性は残るだろう。そこで、私たちは日本の特殊性に対応するフロント部分を担う。さら
にタタのグローバルネットワークも使って実際のソリューションを提供して補完関係を
築く。両者が一緒に座ることで、顧客からは安心して頼めるという反応をもらっている」
と述べ、ITフロンティアを中核とした日本の顧客アクセス・商慣習を知る強みが今後も
                                                   
57 「中国・アジア Report from 日経コンピュータ - インド IT最大手と三菱商事が提携：ITpro」 
<http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20120417/391287/>（2014 年 12月 19日アクセス） 
58 「編集長インタビュー：日本もグローバル標準に 三菱商事と組み事業強化」『日経コンピュータ』  
2012年 6月 21日号 
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生かせると説明している59。 
 ITフロンティアは三菱商事グループとしての顧客アクセスの強みを TCSに評価され
たという結果だが、今後についてはどうだろうか。日本 TCSを通じて日本の顧客・商慣
習の理解を深め、実績を積み重ねることで TCSのブランド力が上がってきた場合に、旧
ITフロンティアの存在が不要となり、TCSが三菱商事との合弁を解消して独自に日本で
のサービス展開を行う可能性があると考えられる。 
 そのために旧 ITフロンティアが重要になるのは、既存の顧客だけでなく日本の新規顧
客を積極的に開拓することである。日本の ITサービス業界構造では、プライムベンダー
の中でも最大手のみが大手顧客企業の基幹システムを担っており、これまで中堅規模だ
った ITフロンティアでは開発人員の少なさなどを背景にその枠に入れなかったことも
あるだろう。しかし、TCSとの提携でグローバルカバレッジと大量の開発要員を動員で
きる体制が整ったことを強みに、その枠に入り込むことを目指すことも不可能ではない
と考える。既存顧客基盤という資産だけでなく、TCSの力を梃子に日本市場での成長を
目指すことが今後求められていくだろう。 
 
第四項 事例：SJI 
 株式会社 SJI は、1989年に米国のサン・アソシエイツの日本現地法人とした設立した
株式会社サン・ジャパンを前身とする独立系の ITサービスベンダーである（サン・アソ
シエイツとの資本関係は 1991年に解消）。2014年 3月期の売上高（単独）は 97億円で
国内のシステムインテグレータの中では中堅規模に位置付けられる。 
 SJIは、1989 年に天安門事件の発生を受け、日本国内でのビジネス活動の場を求めた
中国の国費留学生の有志を中心に設立された会社である60。中国に強いルーツを持つ同社
は中国進出にも積極的で、1990年に早くも南京に「聯迪恒星（南京）信息系統有限公司」
を設立し、2000 年に設立した安徽省合肥市の「科大恒星電子商務技術有限公司」と共に
中国での開発拠点の基盤作りを他社に先駆けて手がけてきた61。国内ではプライムベンダ
ーからの二次請けなどで表に出ることはあまりなかったものの、2009年 3月期時点で海
                                                   
59 「CIOが語る次の IT - タタとは 100年の付き合い、ITでも補完関係築く：ITpro」 
<http://itpro.nikkeibp.co.jp/atcl/column/14/537684/100100009/>（2014年 12月 19日アクセス） 
60 「SJI社長 李 堅 | BCN Bizline」 <http://biz.bcnranking.jp/article/keyperson/1002/100204_121700.html >
（2014年 11月 6日アクセス） 
61 「PR：中国のオーナーシップを日本の価値に――新生 SJIの事業戦略」
<http://jibun.atmarkit.co.jp/ad/comp/108sji/sji01.html>（2014年 11月 6日アクセス） 
 58  
 
外売上高比率が 50%近くに到達するなどグローバル化を積極的に進めていた企業である。
海外売上高はほぼ中国での売上高であり、中国現地企業向けが 9 割、オフショア開発案
件が 1割を占めていた。 
 その SJIが 2009 年 11月に中国 ITサービス最大手で「神州数碼控股（デジタル・チャ
イナ）グループ」との資本提携・業務提携を発表した。この提携に伴い、デジタル・チ
ャイナは SJIの株式の約 3割（2014年 3 月期時点では 19.57%）を握る筆頭株主になると
共に、SJIがデジタル・チャイナの日中の情報サービス子会社を取得するという ITサー
ビス体制の再編を行っている。 
 この資本・業務提携について、SJIの李堅代表取締役会長兼社長は 2010年 11月のイン
タビューで、経営難などの問題があったわけではないが、中堅規模のシステム会社であ
る SJIが今後も生き残り続けるには、独自の強みの確立が必要なことを以前から危機意
識として持っており、以前から中国ビジネスに注力していたことを今後は強みとするこ
とを目指していたと述べている。そのため、中国 ITサービス最大手であるデジタル・チ
ャイナと提携することで、デジタル・チャイナグループのブランド力を生かして中国で
成長する道を選んだとしている。また、日本国内の大手との提携という選択肢はなかっ
たかという質問に対して、国内大手と提携して一時的な経営の安定はもたらされても、
成長することが出来ないのではないか、と見解を述べている62。 
 デジタル・チャイナ側については、グループの主要システム会社である神州数碼信息
服務の何文潮副総裁が 2012年 1月のインタビューで、中国の IT市場がハードウェアビ
ジネスからソフトウェアやサービスといったソリューションビジネスへの転換期にあり、
日本の IT企業の持つ高品質な技術、高レベルの ITサービス水準、プロジェクトマネー
ジメント能力を評価し、それを中国企業に適用することを目指していることを述べてい
る。その上で、そのまま日本のサービス品質を中国に適用するには顧客企業の要望の違
いや採算性の問題などギャップがあり、SJIには最先端の ITサービスの情報連携や日本
企業との協業のブリッジとしての役割を期待していると述べている63。 
 実際にこの資本提携以降、SJIはさらに中国市場の売上高比率を伸ばしている（図表
26参照）。2011 年 3月期に海外グループ会社の再編で一時的に中国セグメントの売上高
                                                   
62 「インタビュー - 成長を続けるために中国企業の傘下に入った：ITpro」 
<http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/Interview/20101102/353727/>（2014年 11月 7日アクセス） 
63 「中国が欲しがる日本の IT力 - 単純なハードウエア販売からの脱却目指す：ITpro」
<http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20120123/379128/>（2014 年 11月 7日アクセス） 
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比率を落としたが、その後に再び中国の売上高比率を伸ばし、2013 年 3月期には初めて
中国セグメントの売上高が日本セグメントを上回った。2014年 3月期こそ為替差損やの
れん減損などで中国セグメントが一時的に赤字になったが、2015 年 3月期は黒字転換の
見込みであり、競争の激しい国内市場よりも高い利益率を中国セグメントで稼ぐ企業に
転換している。 
 
図表 26：SJIの業績推移（単位：百万円） 
  全社 日本セグメント 中国セグメント 
決算期 売上高 
営業 
利益率 
売上高 利益率 
売上高 
占有率 
売上高 利益率 
売上高 
占有率 
2006年 3 月期 23,616 8.4% 20,545 8.4% 87.0% 3,070 8.5% 13.0% 
2007年 3 月期 35,241 6.8% 29,179 5.8% 82.8% 6,062 11.6% 17.2% 
2008年 3 月期 25,883 6.7% 18,987 7.3% 73.4% 6,895 5.0% 26.6% 
2009年 3 月期 25,794 5.6% 14,795 3.7% 57.4% 10,999 13.1% 42.6% 
2010年 3 月期 22,020 6.0% 11,373 6.7% 51.6% 10,647 5.2% 48.4% 
2011年 3 月期 17,812 3.9% 11,880 2.5% 66.7% 5,931 6.7% 33.3% 
2012年 3 月期 20,832 5.5% 11,604 4.1% 55.7% 9,227 6.8% 44.3% 
2013年 3 月期 29,405 7.1% 10,517 2.8% 35.8% 18,887 9.5% 64.2% 
2014年 3 月期 26,279 -3.1% 9,840 0.7% 37.4% 16,435 -5.5% 62.5% 
2015年 3 月期
（見込み） 
41,300 7.5%  N/A N/A  N/A  N/A  N/A N/A  
 出典：同社有価証券報告書、2015年 3月期見込みの数字は日経バリューサーチ参照 
 
 SJIは日本で創業し、早くから中国ビジネスに取り組み、日本と中国という二つの IT
市場での経験を積み重ねてきた。そして、日本の優れた ITソリューション技術を中国と
いう成長市場で生かすというブリッジ役としての活路を、デジタル・チャイナという中
国最大手の ITサービス会社と資本提携することで見出そうとしている。SJIは発注元の
先進国と受注先の新興国という階層を飛び越えて、新しい動きを見せている日本の ITサ
ービス会社の事例の一つと言える。 
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第三節 本章のまとめ 
 本章では日系プレイヤーのこれまでの経営的取り組みとその意思決定の意図について、
事例紹介を通じて分析を試みた。インドへのエンジニアリングキャパシティのシフトを
進めてコスト構造のグローバル最適化を目指すグローバルメガベンダーや、先進国の顧
客アクセスを求めて積極的にM&A を仕掛け、コスト優位性のみならずエリアカバレッ
ジの確保にも努めるインド系 ITベンダーの動きに比べると、日系グローバル ITサービ
スベンダーはグローバルカバレッジの確保では恰好を付けたものの、エンジニアリング
コスト構造の転換には至っていない。競合プレイヤーとの今後の国際競争においては、
コスト競争力の確保も必須であるが、経営トップがリーダーシップを持って構造改革に
突き進もうとしても、社内からの反発で足止めされる可能性もある。したがって、ステ
ークホルダーを如何にコントロールできるかが日系グローバル ITベンダーにとっての
今後の課題となる点が明確になった。 
 一方、自力で国際競争に参戦するだけの体力はないものの、顧客基盤の強みや日中間
のブリッジ役としての経験を武器にインドおよび中国の最大手の ITサービスベンダー
と提携することで存在感を発揮することを目指す日系ローカルベンダーが存在すること
も分かった。彼らが選ばれたのは、新興国の ITサービスベンダーが持たない独自の強み
を磨いてきたことが理由にあると考えられる。競争環境の変化でコスト構造もエリアカ
バレッジもローカルに偏重したプレイヤーの生き残りは今後ますます困難になると予測
されるが、独力で巨大になるだけでなく、補完関係にあるパートナーとのアライアンス
を組むことが一つの打開策になると考えられる。そして、グローバルな市場でパートナ
ーを探し、グローバルな市場で他社にない自社の強みを見つけるには、ローカルベンダ
ーでありながらグローバルな視野を持つことが重要になっていくと言えるだろう。 
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第６章 結論 
 インターネット技術の発展と通信コストの低減がもたらしたグローバル化の進展によ
り可能となったオフショア開発は、ITサービス業界の国際競争環境を大きく変化させた。
従来は国境という壁の中で、顧客企業・プライムベンダー・サブコントラクターという
階層型受注構造を維持してきた ITサービスベンダー各社だったが、2000年代以降は低
コスト開発のためにオフショア開発採用が必要となり、低コストのエンジニアリングキ
ャパシティを求めて新興国のパートナー探しを活発化させた。日本企業も中国を活用し
たオフショア開発に取り組んでいたが、2010年代以降は日中間のエンジニアのコスト差
の縮小や政治・外交リスクを背景に行き詰まりを見せている。 
 一方、オフショア開発受託元として成長してきたインドの ITサービスベンダーの中に
は、従来のサプライヤーの地位にとどまらず、先進国のプライムベンダーの M&Aを通
じて顧客である事業会社と直接交渉する存在も出てきた。それに対抗すべく先進国のグ
ローバル ITサービスベンダーが低コスト開発人材を求めて新興国に積極的に進出する
など、従来からの階層型ポジションを越えた ITサービスベンダーの動きが見られるよう
になった。それに加えて、顧客企業がグローバル化する中、ITサービスベンダーもグロ
ーバル化を余儀なくされている。今後、ITサービスベンダーの国際競争環境は、エリア
カバレッジとコスト構造のグローバル最適化の二軸で強みの発揮が求められ、かつては
パートナーだった新興国からライバルが登場するなどダイナミックな競争が繰り広げら
れていくことになるだろう。 
 本論文では、以上の ITサービス業界における産業構造の変遷を調査し、その上で独自
に開発したフレームワーク（図表 2、4、21および 22）を適用することにより、業界の
動向を的確に描写することに成功した。その結果、従来までの地域と階層に分断された
伝統的な ITの産業構造が流動化し、これまでの垣根を越えたプレイヤーの台頭などの結
果、よりダイナミックな構造に移行しつつあることが確認された。 
 また、図表 23で示したグローバル ITサービスベンダーポジショニングマトリックス
を適用することで、先進国のグローバルメガベンダーやインド系 ITベンダーの戦略動向
を的確に把握することが出来るようになった。その結果、日系プレイヤーの現在のポジ
ションが、買収による地域カバレッジの拡大に偏向しており、新たな産業構造を反映し
たコスト最適化への取り組みにおいて後手に回っている実態も確認された。 
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 なお、インドが今後もエンジニアリングキャパシティの最適立地であり続ける保証は
なく、先進グローバル ITサービスベンダーの中にはインドへの注力と同時に、オフショ
ア拠点の多様化・フレキシビリティの向上に取り組む姿も見られる。また、クラウド・
コンピューティングの普及がこれまでの ITサービス開発の方法を大きく変化させてい
く可能性もあるが、それらのイシューに対するグローバル ITサービス企業の取り組みの
研究については今後の課題としたい。 
 本論文が日本の ITサービス企業がオフショア戦略を再考するにあたり、有意義な示唆
を提供するものであることを願っている。 
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Appendix 
1. 日本の ITサービスベンダーのオフショア開発進出事例 
 1995年以降の日本 ITサービスベンダーのオフショア開発事例について、日経四紙・朝日
新聞・毎日新聞・読売新聞・産経新聞より調査した結果を以下に記載する。 
 
図表 9：日本企業のオフショア開発進出事例 
年 進出先 企業名・事例内容 掲載新聞 
1995 インド：ム
ンバイ 
伊藤忠テクノサイエンス：インド大手ソフト会社デ
ータマティックスと提携し 2年以内に 50人規模の情
報システム開発 
日経産業新聞
1995年 3 月 29 日
号 
1996 インド 富士通：合弁会社 ICIM を設立し、アプリケーショ
ン開発などを実施 
毎日新聞朝刊
1996年 1 月 20 日
号 
1996 インド NEC：ソフトの一部をインド現地企業に開発委託 毎日新聞朝刊
1996年 1 月 20 日
号 
2001 インド・中
国 
NEC：前年にインドと中国のソフト会社と提携。日
本と米シリコンバレーのコマンドセンターから国際
分業を実施 
日経産業新聞
2001年 9 月 17 日
号 
2002 フィリピ
ン：マニラ 
テンアートニ：フィリピン大手ソフトウェア・ベン
チャーズ・インターナショナルと提携、日本企業向
け情報システム開発 
日経産業新聞
2002年 12 月 5 日
号 
2003 インド：バ
ンガロー
ル 
富士通：バンガロール地元大手 2社とソフト共同開
発。2 社計 100 人の開発チームが富士通の仕事に専
従 
朝日新聞朝刊
2003年 11 月 20
日号 
2004 中国：上海 アビームコンサルティング：上海に新会社設立。海
外からの受託業務も手掛ける。当初従業員 30人、
2005年 5 月 150人 
日本経済新聞朝
刊 2004 年 6月 7
日号 
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2005 中国：天津 トランスコスモス：天津のソフト開発拠点を拡充。
現在 300人のソフト開発人員を 3年後までに 1,000
人へ 
日経産業新聞
2005年 3 月 16 日
号 
2005 中国：青島 ソフトブレーン他：中堅 IT六社の共同出資で年内め
どに青島に約 150人体制のソフト開発拠点設立。1
年後に 500 人へ 
日本経済新聞朝
刊 2005 年 9月 27
日号 
2006 中国 野村総合研究所：中国のシステム開発人材が常時
2,000人突破。日本のシステム会社として初めて中国
発注率 10%を超え 
日経産業新聞
2006年 5 月 23 日
号 
2006 ベトナ
ム：ハノイ 
NEC ソフト：5 月中旬に現地法人設立。2009 年 3月
期に 120人体制を目指す 
日経産業新聞
2006年 5 月 23 日
号 
2006 ベトナ
ム：ハノイ 
日本ユニシス：5月中旬に現地法人設立 日経産業新聞
2006年 5 月 23 日
号 
2006 中国・ベト
ナム 
TIS：2009 年 3月期に中国 400 人、ベトナム 100人の
計 500人体制を目指す 
日経産業新聞
2006年 5 月 23 日
号 
2006 ベトナ
ム：ホーチ
ミン 
サイボウズ：日本企業シーエスシステムズのベトナ
ム法人の施設と人員を借りて、2007年度に 300 人体
制の開発拠点 
日経産業新聞
2006年 6 月 22 日 
2006 インド・デ
リー 
日立製作所：子会社「日立・インド社」内に十人弱
のソフト開発支援部隊を設置、現地開発委託企業の
工程・品質管理を指導 
日経産業新聞
2006年8月8日号 
2006 インド 富士通：2月に米ラピダイムの買収で同社のインド
開発拠点を取得 
日経産業新聞
2006年 10 月 19
日号 
2006 中国：成都 NEC：成都ハイテクパークにソフト開発拠点を開設 日経産業新聞
2006年 10 月 19
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日号 
2007 ベトナ
ム：ハノイ 
日本ユニシス：子会社は 2008 年度 200人体制予定か
ら年末 500 人体制に上方修正 
日経産業新聞
2007年 1 月 11 日
号 
2007 中国・ベト
ナム・イン
ド 
NEC：4,000人確保している中国中心。ベトナムで子
会社設立、インドでも委託 
日経産業新聞
2007年 1 月 11 日
号 
2007 インド・中
国・東南ア
ジア 
富士通：2009年度にインドで米子会社通じて 2,000
人雇用予定。同年度中国で 2,000人、東南アジアで
1,000人確保予定 
日経産業新聞
2007年 1 月 11 日
号 
2007 中国・イン
ド 
日立製作所：2006 年度に中国 2,000人、インド 500
人 
日経産業新聞
2007年 1 月 11 日
号 
2007 中国・ベト
ナム 
日本ユニシス：2008年度に中国とベトナムで各 500
人予定 
日経産業新聞
2007年 1 月 11 日
号 
2007 中国・ベト
ナム 
TIS：2008年度に中国現地合弁・委託先で 400人、ベ
トナム提携先で 100 人確保予定 
日経産業新聞
2007年 1 月 11 日
号 
2007 中国 NEC：2009 年度に中国開発要員を 7,000人に増やす。
北京や上海などの自社拠点に加えて、外注先にも技
術者確保依頼 
日本経済新聞朝
刊 2007 年 2月 5
日号 
2007 中国 日立公共システムエンジニアリング：中国の委託企
業を通じて技術者を 2009年度に現在の倍の 200人へ 
日経産業新聞
2007年9月6日号 
2007 中国：南京 SJ ホールディングス：子会社社屋をテクノパークに
移転し、オフショア開発体制を現在の 600人から
2011年 3 月期までに 3,000人へ大量採用 
日経金融新聞
2007年 9 月 18 日
号 
2007 インド・プ
ネ 
NTT データ：インドのシステム子会社バーテックス
ソフトウェアの買収を発表。従業員 200人規模だが、
日経産業新聞
2007年 11 月 13
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日本語習得率 4割 日号 
2007 中国：北京 キュービットスターシステムズ：中国科学院ソフト
ウェア研究所と北大青鳥集団と提携。最大 1,000 人体
制のオフショア開発 
日経産業新聞
2007年 11 月 26
日号 
2008 中国：天津 トランスコスモス：天津の 100%子会社大宇宙信息創
造の開発人員を 3倍の 3,000 人規模に拡大予定。デジ
タル家電の組み込み開発要員を確保 
日経産業新聞
2008年 3 月 13 日
号 
2008 ベトナ
ム：ホーチ
ミン 
日立情報システムズ：現地 IT 最大手 FTPグループに
開発委託。現在 60人の SEを 2010 年度までに 4倍に
増員予定 
日経産業新聞
2008年 9 月 22 日
号 
2008 中国：広州 日立情報システムズ：大連、済南などに続く中国四
拠点目を広州に開設。30～40 人の開発要員を確保 
日経産業新聞
2008年 10 月 3 日
号 
2008 中国：無錫 ベース、富士通ビジネスシステム：共同で無錫にソ
フト開発のオフショア拠点を開設。日本向けオフシ
ョア開発に加えて、現地中堅企業向けも狙う 
日経産業新聞
2008年 11 月 12
日号 
2008 中国：蘇州 トランスコスモス：中国現地子会社を通じてシステ
ム開発会社を設立。130人規模。現地に進出する日
系企業の開発委託対応 
日経産業新聞
2008年 11 月 12
日号 
2008 中国：西安 アビームコンサルティング：中国西安にシステム開
発拠点を開設。沿岸部の人材不足で内陸部の人材確
保のため 
日経産業新聞
2008年 12 月 26
日号 
2009 ベトナ
ム：ホーチ
ミン 
サイボウズ：ソフト開発のためのベトナム現地法人
設立。当初人員約 10名だが、3年後に 50人体制を
目指す 
日経産業新聞
2009年 1 月 23 日
号 
2009 ベトナ
ム：ハノイ 
ヘッドウォータース：宝飾品製造販売エステールの
ベトナムシステム子会社に出資し、POS システム開
発技術者を獲得 
日経産業新聞
2009年2月4日号 
2009 中国：無錫 ベース、富士通システムソリューションズ、富士通 日経産業新聞
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アドバンストソリューションズ：現地ソフト開発会
社の出資し拠点強化 
2009年 3 月 25 日
号 
2009 フィリピ
ン 
AWS：フィリピンのオフショア拠点で 300人規模の
開発人員。日本向け組み込みソフトからATM アプ
リケーション開発まで 
日経産業新聞
2009年6月3日号 
2009 中国：北京 NTT データ：BNI システムズを買収。子会社の無錫
華夏を傘下に収め、北京の 550人の開発要員を確保 
日経産業新聞
2009年 7 月 22 日
号 
2010 インド NTT データ：米インテリグループ買収でインドの
1,600人規模の開発拠点を確保。グループ全体のオフ
ショア開発拠点に 
日経産業新聞
2010年7月2日号 
2010 インド NTT データ：米キーンを買収。インドの 7,000 人規
模のオフショア開発・BPO 拠点を獲得 
日経産業新聞
2010年 11 月 1 日
号 
2010 ベトナ
ム：ホーチ
ミン 
たちかわ IT 交流会：立川市の IT 企業 30 社が共同で
ホーチミンに支部開設。オフショア開発の拠点とし
て活用 
日本経済新聞地
方経済面（東京）
2010年 12 月 2 日
号 
2012 インド：チ
ェンナイ 
NEC：オフショア開発拠点として NEC モバイルネ
ットワークエクセレンスセンターを新設。インド人
を中心に数十人採用し、開発機能を移管 
日経産業新聞
2012年 3 月 27 日
号 
2012 インド 野村総合研究所：インドの IT 企業アイシンソフトの
全株式を取得し、現地法人NRI FT インディアを発
足。オフショア開発拠点とする 
日経産業新聞
2012年 7 月 10 日
号 
2012 ベトナ
ム：ハノイ 
NTT データ：ベトナム IT 企業 IFI ソリューションを
買収。イタリアや欧州顧客向け組み込み開発技術を
吸収 
日経産業新聞
2012年 12 月 4 日
号 
2012 ミャンマ
：ーヤンゴ
NTT データ：ミャンマー子会社の営業を 11 月に開
始。オフショア開発拠点を事業の核に。年内 50人体
日経産業新聞
2012年 12 月 4 日
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ン 制、5 年後に 500人体制へ 号 
2012 ミャンマ
ー 
アライズ：11月に現地法人設立。2013年 6月に 20
人体制、2016年には 100人体制に拡大予定 
日本経済新聞朝
刊 2013 年 1月 14
日号 
2013 ミャンマ
：ーヤンゴ
ン 
第一コンピュータリソース：2008年に日本の IT 企業
で初めて全額出資子会社を設立。2013 年春に人員を
250人に増やして日本のソフト開発案件を受注へ 
日本経済新聞朝
刊 2013 年 1月 14
日号 
2013 ミャンマ
ー 
ミライト情報システム：同社初のオフショア開発拠
点をミャンマーに開設。現地 13人確保。今後年 10
～15人採用へ。 
日本経済新聞朝
刊 2013 年 1月 14
日号 
2013 インド：チ
ェンナイ 
日立ソリューションズ：オフショア開発拠点として
インドに子会社を設立。システム開発者約 40人でス
タートし、2013年度中に 100 人に増員 
日経産業新聞
2013年 6 月 24 日
号 
2013 ベトナ
ム：ホーチ
ミン 
エボラブルアジア：51%出資の現地法人が開発者を
集め日本企業のソフト開発業務の一部を請け負う。
2015年度までに現在の 10倍の 2,000人規模に拡大を
目指す 
日経産業新聞
2013年 11 月 21
日号 
2013 ベトナム バイタリフィ、インディビジュアルシステムズ：ベ
トナムソフト開発業務で提携。両者合わせて 400人
の開発者を確保 
日経産業新聞
2013年 12 月 3 日
号 
2014 ミャンマ
：ーヤンゴ
ン 
富士通：3月にヤンゴンに支店を開設。ミャンマー
中央銀行案件の受託。将来的にはオフショア開発拠
点にすることも検討 
日本経済新聞
2013年 12 月 19
日号 
2014 フィリピ
ン：パッシ
グ 
月電ソフトウェア：1990年フィリピン進出の現地法
人の 400人規模のエンジニアを年内に 500～550人規
模へ 
日本経済新聞地
方経済面（東北）
2014年 1 月 10 日
号 
 
 
